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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】３次元イメージングおよびホログラフィーの分
野で、物理的物体から高品質の３次元像を生成する装置
および方法を提供する。
【解決手段】光学装置１００は物体１３０の３次元情報
を捕捉するように構成され、光学装置１００は、受信電
磁放射線を回折させ、回折された電磁放射線を透過させ
る光学組立体１１０および回折された電磁放射線の像を
２次元強度像として捕捉し、捕捉された像から物体のホ
ログラムを生成する像捕捉組立体１２０を含む。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体のホログラムを生成するように構成されている装置であって、
　物体から受信電磁放射線を受け、前記受信電磁放射線を回折させ、回折された電磁放射
線を透過させるように構成されている電磁放射組立体と、
　前記回折された電磁放射線の像を捕捉し、前記捕捉された像から前記物体の前記ホログ
ラムを生成するように構成されている像捕捉組立体と、
　を備える、装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、３次元イメージングおよびホログラフィーの分野において、物体から光また
はその他の形式の電磁放射線のような電磁放射線を捕捉し、受信放射線から物体幾何情報
を抽出する装置に関する。本発明はこれらの機能を実行するシステムおよび方法にも関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　物理的物体から３次元情報を捕捉する従来の技術は、ホログラフィー、レンジファイン
ディング、および、断層撮影法を含む。しかし、従来の技術は、能動照明源を必要とする
か、または、光源に制限を加え（たとえば、コヒーレント光、点光源、または、帯域制限
光を必要とし）、物体またはセンシング装置の移動に制限を加え（たとえば、物体および
センシング装置が静止していることを必要とするか、または、物体およびセンシング装置
が所定の方法で動かされることを必要とし）、複雑な電磁放射組立体（たとえば、ミラー
およびレンズの複雑な配置）を必要とし、低解像度または低忠実性である品質の悪い３次
元像を生成することがあるので不利である。
【発明の概要】
【０００３】
　したがって、本発明の一つの目的は、物体のホログラムを生成するように構成されてい
る装置であって、物体から受信電磁放射線を受け、受信電磁放射線を回折させ、回折され
た電磁放射線を透過させるように構成されている電磁放射組立体と、回折された電磁放射
線の像を捕捉し、捕捉された像から物体のホログラムを生成するように構成されている像
捕捉組立体とを備える装置を提供することである。
【０００４】
　本発明の別の目的は電磁放射線が光を含む新規装置を提供することである。
【０００５】
　本発明の別の目的は、電磁放射装置が唯一の放射線伝搬軸を含み、放射線伝搬軸だけに
沿って一方向だけに電磁放射線を伝搬するように構成されている、新規装置を提供するこ
とである。
【０００６】
　本発明の別の目的は、電磁放射組立体が同じ直線に沿って配置された対称軸をそれぞれ
に有している複数個の電磁放射要素を含む、新規装置を提供することである。
【０００７】
　本発明の別の目的は、電磁放射組立体が同じ直線に沿って配置された幾何中心をそれぞ
れに有している複数個の電磁放射要素を含む、新規装置を提供することである。
【０００８】
　本発明の別の目的は、物体から受けた電磁放射線、および、電磁放射組立体によって回
折された電磁放射線が同じ放射線伝搬軸を有している、新規装置を提供することである。
【０００９】
　本発明の別の目的は、物体から受けた電磁放射線が非コヒーレント光を含む、新規装置
を提供することである。
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【００１０】
　本発明の別の目的は、物体から受けた電磁放射線が物体によって生成される、新規装置
を提供することである。
【００１１】
　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成するため、物体から受けた電磁放射線が
物体から受けていない電磁放射線と干渉しない、新規装置を提供することである。
【００１２】
　本発明の別の目的は、物体および装置が像の捕捉中に静止しているように構成されてい
る、新規装置を提供することである。
【００１３】
　本発明の別の目的は、電磁装置の各部分が像の捕捉中に静止しているように構成されて
いる、新規装置を提供することである。
【００１４】
　本発明の別の目的は、物体または装置の少なくとも一方が像の捕捉中に動いているよう
に構成されている、新規装置を提供することである。
【００１５】
　本発明の別の目的は、ホログラムが１個の捕捉された像から生成される、新規装置を提
供することである。
【００１６】
　本発明の別の目的は、ホログラムが複数個の捕捉された像から生成される、新規装置を
提供することである。
【００１７】
　本発明の別の目的は、ホログラムがフレネルホログラムを含む、新規装置を提供するこ
とである。
【００１８】
　本発明の別の目的は、ホログラムが像ホログラムを含む、新規装置を提供することであ
る。
【００１９】
　本発明の別の目的は、回折された電磁放射線の位相および強度が受信電磁放射線とフレ
ネルゾーンプレートとのコンボリューションによって記述される、新規装置を提供するこ
とである。
【００２０】
　本発明の別の目的は、ホログラムが物体の幾何情報を含み、幾何情報が、物体の電磁放
射線放射面毎に、（ｉ）物体の電磁放射線放射面と電磁放射組立体との間のレンジ距離と
、（ｉｉ）物体の電磁放射線放射面の水平オフセット距離と、（ｉｉｉ）物体の電磁放射
線放射面の垂直オフセット距離と、を含む、新規装置を提供することである。
【００２１】
　本発明の別の目的は、電磁放射組立体が、受信電磁放射線と、第１のシフトされた同心
リングパターンを含む第１の変換パターン、第２のシフトされた同心リングパターンを含
む第２の変換パターン、および、第３のシフトされた同心リングパターンを含む第３の変
換パターンの線形和を含む複素透過関数とのコンボリューションを含む、電磁放射線を透
過させるように構成されている、新規装置を提供することである。
【００２２】
　本発明の別の目的は、第１のシフトされた同心リングパターン、第２のシフトされた同
心リングパターン、および、第３のシフトされた同心リングパターンのうちの１つずつが
、電磁放射組立体の同一平面内で相互に離れてシフトされている、新規装置を提供するこ
とである。
【００２３】
　本発明の別の目的は、第１のシフトされた同心リングパターン、第２のシフトされた同
心リングパターン、および、第３のシフトされた同心リングパターンのうちの１つずつが
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、フレネルゾーンパターンまたはフレネルゾーンパターンの一部分を含む、新規装置を提
供することである。
【００２４】
　本発明の別の目的は、フレネルゾーンパターンの一部分が、１個以上のリングが除去さ
れ、１個以上の付加的なリングが追加され、１個以上のリングが可変幅を有し、または、
１個以上のリングの一部分が除去されているフレネルゾーンパターンを含む、新規装置を
提供することである。
【００２５】
　本発明の別の目的は、第１、第２および第３のシフトされた同心リングパターンの１つ
ずつにおいてフレネルゾーンパターン、または、フレネルゾーンパターンの一部分の位相
が異なる、新規装置を提供することである。
【００２６】
　本発明の別の目的は、電磁放射組立体の所定の厚さおよび吸収係数または反射率係数が
回折された光の位相および強度を制御するように構成されている、新規装置を提供するこ
とである。
【００２７】
　本発明の別の目的は、電磁放射組立体が、電磁放射線が通過する材料の厚さを変えるこ
とにより、透過した電磁放射線の位相または強度の少なくとも一方を制御するように構成
されている、新規装置を提供することである。
【００２８】
　本発明の別の目的は、電磁放射組立体が、物体から受信電磁放射線を受け、第１の変換
電磁放射線を透過させるように構成されている第１の電磁放射組立体と、第１の電磁放射
組立体から第１の変換電磁放射線を受け、複素透過関数に応じて複合マスク電磁放射線を
透過させるように構成されている複合マスク組立体と、マスク組立体から複合マスク電磁
放射線を受け、回折電磁放射線として第２の変換電磁放射線を透過させるように構成され
ている第２の電磁放射組立体とをさらに備える、新規装置を提供することである。
【００２９】
　本発明の別の目的は、複合マスク組立体が、経時的に電磁放射組立体の複素透過関数を
変えるように構成され、第１の時点に第１のフレネルゾーンパターンのフーリエ変換に基
づき、第２の時点に第２のフレネルゾーンパターンのフーリエ変換に基づき、第３の時点
に第３のフレネルゾーンパターンのフーリエ変換に基づくように複素透過関数を変えるよ
うに構成されているマスクコントローラをさらに備える、新規装置を提供することである
。
【００３０】
　本発明の別の目的は、像捕捉組立体が、第１の時点に第１の部分像、第２の時点に第２
の部分像、および、第３の時点に第３の部分像を捕捉するように構成されているタイミン
グコントローラと、第１の時点に捕捉された第１の部分像、第２の時点に捕捉された第２
の部分像、および、第３の時点に捕捉された第３の部分像の和としてホログラムを生成す
るように構成されている加算ユニットと、をさらに備える、新規装置を提供することであ
る。
【００３１】
　本発明の別の目的は、物体から受けた電磁放射線を異なる周波数レンジをそれぞれに含
む３個の物体電磁放射線部分に分離するように構成された電磁放射線分離組立体をさらに
備え、前記第１の電磁放射組立体が３個の物体電磁放射線部分のうちの１個をそれぞれに
受け、第１の変換電磁放射線の第１の部分、第２の部分および第３の部分をそれぞれに透
過させるように構成されている３個の第１の電磁放射線部分組立体を含み、前記マスク組
立体が、第１の変換電磁放射線のうちの第１の部分、第２の部分および第３の部分を受け
、第１の複合マスク変換電磁放射線、第２の複合マスク変換電磁放射線、および、第３の
複合マスク変換電磁放射線をそれぞれに透過させるようにそれぞれに構成されている第１
のマスク部分組立体、第２のマスク部分組立体および第３のマスク部分組立体を含み、前
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記第２の電磁放射組立体が、第１の複合マスク変換電磁放射線、第２の複合マスク変換電
磁放射線および第３の複合マスク変換電磁放射線を受け、透過電磁放射線のうちの第１の
部分、第２の部分および第３の部分をそれぞれに透過させるようにそれぞれに構成されて
いる３個の第２の電磁放射線部分組立体を含む、新規装置を提供することである。
【００３２】
　本発明の別の目的は、第１のマスク部分組立体が、第１のフレネルゾーンパターンのフ
ーリエ変換に基づいて第１の複合マスク変換電磁放射線を透過させるように構成され、第
２のマスク部分組立体が第２のフレネルゾーンパターンのフーリエ変換に基づいて第２の
複合マスク変換電磁放射線を透過させるように構成され、第３のマスク部分組立体が第３
のフレネルゾーンパターンのフーリエ変換に基づいて第３の複合マスク変換電磁放射線を
透過させるように構成されている、新規装置を提供することである。
【００３３】
　本発明の別の目的は、像捕捉組立体がＣＣＤ、ＣＭＯＳ感光装置、別の電子カメラ、感
光乳剤、または、別の感光装置のうちの少なくとも１つを含む、新規装置を提供すること
である。
【００３４】
　本発明の別の目的は、電磁放射組立体がｉ）１個の回折電磁放射要素およびｉｉ）１個
の収束レンズまたはミラーにより構成される、新規装置を提供することである。
【００３５】
　本発明の別の目的は、電磁放射組立体がｉ）１個の回折電磁放射要素およびｉｉ）２個
の収束レンズまたはミラーにより構成される、新規装置を提供することである。
【００３６】
　本発明の別の目的は、物体と電磁放射組立体との間に配置され、受信電磁放射線が電磁
放射組立体で受けられる前に、物体からの電磁放射線を視準、集光、反転、または、修正
するように構成されている対物組立体をさらに備える、新規装置を提供することである。
【００３７】
　本発明の別の目的は、対物組立体が、対物レンズ、ズームレンズ、マクロレンズ、顕微
鏡、望遠鏡、プリズム、フィルタ、モノクロフィルタ、ダイクロイックフィルタ、複合対
物レンズ、広角レンズ、カメラ、ピンホール、光スリット、または、ミラーのうちの少な
くとも１つを含む、新規装置を提供することである。
【００３８】
　本発明の別の目的は、電磁放射装置が、２枚のレンズがコヒーレント光によって照明さ
れるとき軸外フレネルゾーンパターンを生成するように構成されている回折電磁放射要素
または２枚のレンズを含む、新規装置を提供することである。
【００３９】
　本発明の別の目的は、２枚のレンズが受信電磁放射線の放射線伝搬軸に垂直な同じ平面
に配置され、２枚のレンズが異なる焦点距離を有している、新規装置を提供することであ
る。
【００４０】
　本発明の別の目的は、２枚のレンズが受信電磁放射線の放射線伝搬軸に垂直な異なる平
面に配置されている、新規装置を提供することである。
【００４１】
　本発明の別の目的は、電磁放射線がＸ線放射線、マイクロ波放射線、赤外光、無線周波
数信号、または、紫外光のうちの少なくとも１つを含む、新規装置を提供することである
。
【００４２】
　本発明の別の目的は、電磁放射組立体および像捕捉組立体が反射型電磁放射要素を含ま
ない、新規装置を提供することである。
【００４３】
　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成するように構成されている新規装置であ
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って、電磁放射線受信方向に放射線軸に沿って物体から受信電磁放射線を受け、電磁放射
線受信方向に放射線軸に沿って透過電磁放射線を透過させ、透過電磁放射線の第１の部分
を透過電磁放射線透過電磁放射線の第２の部分と干渉させるように構成されている電磁放
射組立体と、電磁放射線受信方向に光軸に沿って透過した透過電磁放射線の像を捕捉し、
捕捉された像から物体のホログラムを生成するように構成されている像捕捉組立体とを備
え、放射線軸が直線である新規装置を提供することである。
【００４４】
　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成するように構成されている新規装置であ
って、物体から受信電磁放射線を受け、受信電磁放射線に基づいて、物体のホログラムを
含む透過電磁放射線を透過させるように構成されている電磁放射組立体と、透過電磁放射
線の像を捕捉し、捕捉された像から物体のホログラムを生成するように構成されている像
捕捉組立体とを備える、新規装置を提供することである。
【００４５】
　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成するように構成されている新規装置であ
って、物体から受信電磁放射線を受け、受信電磁放射線に基づいて透過電磁放射線を透過
させ、透過電磁放射線の第１の部分を透過電磁放射線の第２の部分と干渉させるように構
成されている電磁放射組立体と、透過電磁放射線の少なくとも第１の部分と第２の部分の
干渉によって生成された透過電磁放射線の像を捕捉し、捕捉された像から物体のホログラ
ムを生成するように構成されている不透明像捕捉組立体とを備え、電磁放射組立体の中心
および像捕捉組立体の中心が同じ直線に沿って配置されている新規装置を提供することで
ある。
【００４６】
　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成するように構成されている新規装置であ
って、１個の回折電磁放射要素で構成され、物体から受信電磁放射線を受け、受信電磁放
射線に基づいて透過電磁放射線を透過させるように構成されている電磁放射組立体と、透
過電磁放射線の像を捕捉し、捕捉された像から物体のホログラムを生成するように構成さ
れている像捕捉組立体とを備える新規装置を提供することである。
【００４７】
　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成するように構成されている新規装置であ
って、物体から受信電磁放射線を受け、受信電磁放射線の強度分布を表現する関数と同心
リング関数とのコンボリューションを含む受信電磁放射線の変換を実行し、変換された受
信電磁放射線を透過させるように構成されている電磁放射組立体と、透過電磁放射線の像
を捕捉し、捕捉された像から物体のホログラムを生成するように構成されている像捕捉組
立体とを備える新規装置を提供することである。
【００４８】
　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成するように構成されている新規装置であ
って、物体から受信電磁放射線を受け、ｉ）受信電磁放射線の強度分布とｉｉ）光学組立
体の中心と光学組立体の外部エッジとの間で評価されたときに正の勾配の領域および負の
勾配の領域を有する関数とのコンボリューションを含む受信電磁放射線の変換を実行し、
変換された受信電磁放射線を透過させるように構成されている電磁放射組立体と、透過電
磁放射線の像を捕捉し、捕捉された像から物体のホログラムを生成するように構成されて
いる像捕捉組立体とを備える新規装置を提供することである。
【００４９】
　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成するように構成されている新規装置であ
って、ｉ）物体から受けた受信電磁放射線とｉｉ）光学組立体の中心と光学組立体のエッ
ジとの間に複数個の変曲点を有する曲線とのコンボリューションを行い、コンボリューシ
ョンされた電磁放射線を透過させるように構成されている電磁放射組立体と、コンボリュ
ーションされた電磁放射線の像を捕捉し、捕捉された像から物体のホログラムを生成する
ように構成されている像捕捉組立体とを備える新規装置を提供することである。
【００５０】
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　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成するように構成されている新規装置であ
って、物体から受信電磁放射線を受け、ｉ）受信電磁放射線の強度分布とｉｉ）同心リン
グパターンをそれぞれに含む３個の部分変換関数の線形結合である変換関数とのコンボリ
ューションを含む受信電磁放射線の変換を実行し、変換された受信電磁放射線を透過させ
るように構成されている電磁放射組立体と、透過電磁放射線の像を捕捉し、捕捉された像
から物体のホログラムを生成するように構成されている像捕捉組立体とを備える新規装置
を提供することである。
【００５１】
　本発明の別の目的は、化学発光物体のホログラムを生成するように構成されている新規
装置であって、物体から受信化学発光放射線を受け、物体のホログラムを含む透過電磁放
射線を透過させるように構成されている電磁放射組立体と、透過電磁放射線の像を捕捉し
、捕捉された像から物体のホログラムを生成するように構成されている像捕捉組立体とを
備える新規装置を提供することである。
【００５２】
　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成するように構成されている新規装置であ
って、ソース電磁放射線を散乱する物体によって散乱された散乱電磁放射線を受け、受け
た散乱電磁放射線に基づいて、物体によって散乱されていないソース電磁放射線から独立
している透過電磁放射線を透過させるように構成されている電磁放射組立体と、透過電磁
放射線の像を捕捉し、捕捉された像から物体のホログラムを生成するように構成されてい
る像捕捉組立体とを備える新規装置を提供することである。
【００５３】
　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成するように構成されている新規装置であ
って、物体から受けた電磁放射線を回折させるように構成されている電磁放射組立体と、
回折された電磁放射線の像を捕捉し、捕捉された像から物体のホログラムを生成するよう
に構成されている像捕捉組立体とを備える新規装置を提供することである。
【００５４】
　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成するように構成されている新規装置であ
って、物体に複数個の電磁放射線信号を照射するように構成されている複数個の電磁放射
線源と、物体から受信電磁放射線を受け、物体によって散乱された複数個のソース電磁放
射線信号の一部分を含む受信電磁放射線を変換するように構成されている電磁放射組立体
と、変換された電磁放射線の像を捕捉し、捕捉された像から物体のホログラムを生成する
ように構成されている捕捉組立体とを備える新規装置を提供することである。
【００５５】
　本発明の別の目的は、蛍光物体のホログラムを生成するように構成されている新規装置
であって、物体から受信蛍光放射線を受信し、受信蛍光放射線に基づいて透過電磁放射線
を透過させるように構成されている電磁放射組立体と、透過電磁放射線の像を捕捉し、捕
捉された像から物体のホログラムを生成するように構成されている像捕捉組立体とを備え
る新規装置を提供することである。
【００５６】
　本発明の別の目的は、黒体放射線放射物体のホログラムを生成するように構成されてい
る新規装置であって、物体から受信黒体電磁放射線を受け、物体からの受信黒体電磁放射
線に基づいて透過電磁放射線を透過させるように構成されている電磁放射組立体と、透過
電磁放射線の像を捕捉し、捕捉された像から物体のホログラムを生成するように構成され
ている像捕捉組立体とを備える新規装置を提供することである。
【００５７】
　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成するように構成されている新規装置であ
って、物体から受信電磁放射線を受け、物体からの受信電磁放射線だけに基づいて透過電
磁放射線を透過させ、透過電磁放射線の第１の部分を透過電磁放射線の第２の部分と干渉
させるように構成されている電磁放射組立体と、透過電磁放射線の少なくとも第１の部分
と第２の部分との干渉によって生成された縞パターンを捕捉し、縞パターンから物体のホ
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ログラムを生成するように構成されている像捕捉組立体とを備える新規装置を提供するこ
とである。
【００５８】
　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成するように構成されている新規の電磁放
射装置であって、物体から受信電磁放射線を受け、受信電磁放射線を回折させ、物体のホ
ログラムを含む回折された電磁放射線を透過させるように構成されている新規の電磁放射
装置を提供することである。
【００５９】
　本発明の別の目的は、シーンのホログラムを生成するように構成されている新規装置で
あって、シーンから受信電磁放射線を受け、受信電磁放射線を回折させ、回折された電磁
放射線を透過させるように構成されている電磁放射組立体と、回折された電磁放射線の像
を捕捉し、捕捉された像からシーンのホログラムを生成するように構成されている像捕捉
組立体とを備える新規装置を提供することである。
【００６０】
　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成するように構成されている新規装置であ
って、物体から受信電磁放射線を受け、受信電磁放射線を変換し、縞パターンを含む変換
された電磁放射線を透過させるように構成されている電磁放射組立体と、縞パターンの像
を捕捉し、捕捉された縞パターンからシーンのホログラムを生成するように構成されてい
る像捕捉組立体とを備える新規装置を提供することである。
【００６１】
　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成するように構成されている新規装置であ
って、物体から受信電磁放射線を受け、受信電磁放射線を変換するように構成されている
電磁放射組立体と、物体のホログラムを含む変換された電磁放射線を捕捉するように構成
されている像捕捉組立体とを備え、前記ホログラムが受信電磁放射線同士の干渉によって
生成された縞パターンを含み、前記ホログラムが受信電磁放射線と他の電磁放射線との干
渉によって生成された縞パターンを含まない、新規装置を提供することである。
【００６２】
　本発明の別の目的は、物体のホログラムを生成する新規方法であって、物体から受信電
磁放射線を受けるステップと、受信電磁放射線に基づいて回折電磁放射線を透過させるス
テップと、回折電磁放射線の像を捕捉するステップと、捕捉された像から物体のホログラ
ムを生成するステップとを備える新規方法を提供することである。
【００６３】
　本発明の別の目的は、受信電磁放射線がコヒーレント光を含まない新規装置を提供する
ことである。
【図面の簡単な説明】
【００６４】
　本発明および本発明に付随する多数の利点は、これらが添付図面と併せて考慮されると
きに以下の詳細な説明を参照することによってより良く理解されるので、容易により完全
に認識されるであろう。
【図１】本発明の実施形態による光学装置のブロック図である。
【図２】本発明の実施形態による捕捉された幾何情報の一例を説明するブロック図である
。
【図３】図１の光学装置における光学組立体として使用されうる非コヒーレント相関器の
ブロック図である。
【図４】光学組立体を含む光学装置の実施形態のブロック図である。
【図５Ａ】複数個の変換領域のアレイを有しているＤＯＥを含むマスクの実施形態の正面
詳細図である。
【図５Ｂ】対称的に配置された体積変調型回折光学要素構造体の断面図である。
【図５Ｃ】体積変調型回折光学要素構造体の断面図である。
【図５Ｄ】屈折率変調型回折光学要素構造体の断面図である。



(9) JP 2014-197002 A 2014.10.16

10

20

30

40

50

【図５Ｅ】混合モード回折光学要素構造体の断面図である。
【図５Ｆ】反射体積変調型回折光学要素の断面図である。
【図５Ｇ】反射体積変調型回折光学要素の断面図である。
【図６Ａ】複数個の変換領域のアレイを有しているＤＯＥを含むマスクの別の実施形態の
正面詳細図である。
【図６Ｂ】対応する変換領域に隣接した領域のための可変透過率を有している透過層を含
むマスクの断面図である。
【図６Ｃ】受光の振幅を変化させるように構成されている変換領域を有しているマスクの
断面図である。
【図６Ｄ】印刷オーバーレイを有しているマスクの断面図である。
【図６Ｅ】受光の振幅を変化させるように構成されているマスクの別の実施形態である。
【図６Ｆ】ＳＬＭを含むマスクの実施形態のブロック図である。
【図６Ｇ】ＳＬＭを含むマスクの別の実施形態のブロック図である。
【図７】バイナリーフレネルゾーンパターンの一例を示す図である。
【図８Ａ】シヌソイドＦＺＰの一例を示す図である。
【図８Ｂ】別のシヌソイドＦＺＰの一例を示す図である。
【図８Ｃ】別のシヌソイドＦＺＰの一例を示す図である。
【図９Ａ】フーリエ変換されたＦＺＰパターンの一例を示す図である。
【図９Ｂ】フーリエ変換されたＦＺＰパターンの別の例を示す図である。
【図９Ｃ】フーリエ変換されたＦＺＰパターンの別の例を示す図である。
【図１０Ａ】３つのマスク関数の線形結合のフーリエ変換である複素透過関数の振幅部を
示す図である。
【図１０Ｂ】マスク関数の線形結合のフーリエ変換である複素透過関数の位相部を示す図
である。
【図１０Ｃ】点物体が入力に存在するときのＣＣＤ上のパターンの一例を示す図である。
【図１１Ａ】像捕捉組立体の実施形態のブロック図である。
【図１１Ｂ】像捕捉組立体の別の実施形態のブロック図である。
【図１２Ａ】３個の別個の領域を有している電荷結合素子を含む光強度捕捉装置の実施形
態を示す図である。
【図１２Ｂ】３個の部分像を含む２次元強度像の一例を示す図である。
【図１３Ａ】光捕捉装置の実施形態における別個の領域の配置の一例を示す図である。
【図１３Ｂ】光捕捉装置の実施形態における別個の領域の配置の別の例を示す図である。
【図１３Ｃ】光捕捉装置の実施形態における別個の領域の配置の別の例を示す図である。
【図１４】電子画像データを結合する画像データプロセッサを含む捕捉制御ユニットの実
施形態のブロック図である。
【図１５】経時的にマスクを変化させる光学装置の実施形態のブロック図である。
【図１６】マスクコントローラで制御される空間光変調器を含む制御可能なマスクのブロ
ック図である。
【図１７】マスクが経時的に変化される光学装置の別の実施形態のブロック図である。
【図１８】光学装置の別の実施形態のブロック図である。
【図１９】光学装置の別の実施形態のブロック図である。
【図２０Ａ】反射型光学組立体を含む第１の変換光学組立体を有している光学装置の実施
形態のブロック図である。
【図２０Ｂ】反射型光学組立体を含む第１の変換光学組立体を有している光学装置の別の
実施形態のブロック図である。
【図２１Ａ】光学装置の別の実施形態のブロック図である。
【図２１Ｂ】光学装置の別の実施形態のブロック図である。
【図２２Ａ】第２の変換光学要素を必要としない光学装置の一例のブロック図である。
【図２２Ｂ】第１の変換光学要素を必要としない光学装置の一例のブロック図である。
【図２２Ｃ】第１の変換光学要素および第２の変換光学要素を必要としない光学装置の一
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例のブロック図である。
【図２３】反射型回折光学要素を含む光学装置の実施形態のブロック図である。
【図２４Ａ】光学装置の別の実施形態のブロック図である。
【図２４Ｂ】光学装置の別の実施形態のブロック図である。
【図２５】光学装置の別の実施形態のブロック図である。
【図２６】軸外フレネルゾーンパターンの一例を示す図である。
【図２７】レンズを有している複合マスクを含む光学装置の一部分のブロック図である。
【図２８Ａ】複合マスクの実施形態の側面図である。
【図２８Ｂ】複合マスクの別の実施形態の側面図である。
【図２８Ｃ】複合マスクの別の実施形態の側面図である。
【図２８Ｄ】複合マスクの別の実施形態の側面図である。
【図２９】光学装置の別の実施形態のブロック図である。
【図３０】低透過率領域および高透過率領域を有している格子の実施形態の詳細図である
。
【図３１Ａ】ライン付きの透明性または格子と共に使用されうる光学装置の実施形態のブ
ロック図である。
【図３１Ｂ】光学装置の別の実施形態のブロック図である。
【図３２】従来のホログラフィックシステムのブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００６５】
　従来のホログラフィック技術は、コヒーレントレーザー光ビームの第１の部分（たとえ
ば、参照ビーム）が物体から反射されたレーザー光ビームの第２の部分（たとえば、物体
ビーム）と干渉するときに生じる干渉パターンを捕捉することにより物体のホログラムを
捕捉する方法を含むことがある。物体の３次元像は、記録された干渉パターンを参照ビー
ムで適切に照明することにより見えることがある。
【００６６】
　図３２は、ビームスプリッター９００２のような部分反射および透過ミラーを通る第１
の光軸９０２６に沿ってコヒーレントレーザー光ビームを照らすレーザー９０００を含む
従来のホログラフィックシステムのブロック図である。分割されたレーザービームの第１
の部分は、レンズ９００４およびミラー９００８によって案内され、第２の光軸９０２４
に沿って物体ビーム９０１０で物体９０１４を照明する。分割されたレーザービームの第
２の部分は、第３の光軸９０１８に沿ってビームスプリッター９００２によって反射され
、レンズ９００６およびミラー９０２８によって案内され、第４の光軸９０１２に沿って
参照ビーム９０１２を、写真乾板、電荷結合素子（ＣＣＤ）、または、相補型金属酸化物
半導体センサ（ＣＭＯＳ）のような像捕捉装置９０１６へ向ける。参照ビーム９０１２と
第５の光軸９０２２に沿って物体９０１４から反射された物体ビーム９０１０とが相互に
干渉し、像捕捉装置９０１６上にホログラムとして記録されることがある干渉パターンを
生成する。
【００６７】
　異なる光路または光軸に沿って光源の２個の部分を干渉させることによりホログラムを
生成する従来のホログラフィーの解決策は、光路または光軸の長さまたは方向の些細な変
化でさえ干渉する光の部分の位相関係を変化させるので、光路または光軸の位置合わせの
変化に対し非常に感度が高いことがある。このような変化は、結果として生じる干渉パタ
ーンおよびホログラムに変化を生じさせ、結果として得られる像を歪めるであろう。
【００６８】
　たとえば、図３２のホログラフィーシステムでは、運動、振動、コンポーネント劣化ま
たは変形、または、熱膨張のような要因が、第１、第２、第３、第４または第５の光軸９
０２６、９０２４、９０１８、９０２０、および、９０２２のうちの１つ以上のそれぞれ
の長さまたは方向の些細な変化を引き起こすことがある。１つの軸の僅かな変化でさえ、
参照ビーム９０１２と第５の光軸９０１０に沿って物体９０１４から反射された光との位
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相関係に対応する変化を生じさせることがあるので、像捕捉装置９０１６で捕捉された結
果として得られる干渉パターンおよびホログラムに著しい変化を生じさせる。
【００６９】
　従来のホログラフィックシステムにおける軸方向変動に対するこのような感度は、結果
として得られる３次元情報の解像度を低下させうる。
【００７０】
　このような軸方向変動に対する感度を取り扱うための種々の従来の試みはある程度の成
果があった。試みには、たとえば、振動を緩和するため大規模なプラットフォームおよび
ショックアブソーバを使用する試み、位置決め誤差を低減するため高耐性の機械的光学ス
テージを使用する試み、及び、熱膨張効果を抑えるため熱膨張率が低下された光学的かつ
構造的材料を使用する試みが含まれる。しかし、これらの試みは、一般的に、従来のホロ
グラフィーシステムのコスト、サイズ、および、質量を増加させ、システム携帯性および
可用性を低下させる。
【００７１】
　その上、従来のホログラフィーシステムは、物体を照明し、参照ビームおよび物体ビー
ムを生成するために能動光源を必要とすることがある。特殊な光源による物体の照明を必
要とする能動的な解決策は、従来のホログラフィーシステムの適用性および有用性を制限
することがある。たとえば、能動光源は、目標装置が光またはその他の電磁放射線を生じ
ることによってその目標装置の位置を現すことが望ましくないであろうステルス性軍事目
標ホログラフィックシステムでは役に立たないであろう。代替的に、能動放射線源は、化
学発光、黒体、または、赤外線照明物体を観測するホログラフィックシステムのような固
有の光を生じる物体を観察するホログラフィックシステムに適用されないであろう。この
ようなホログラフィック技術は、化学発光性の紅海のようなある水域における背景放射の
化学発光を阻止する能力を用いることによって、船舶のような物体を観察するのに役立つ
であろう。
【００７２】
　その上、単色レーザーのようなコヒーレント光源に依存する従来のホログラフィックシ
ステムは、様々な波長をもつマルチラインレーザーまたは多重レーザーが使用されない限
り、物体からカラー情報を捕捉できない可能性がある。これらのシステムは、非常に複雑
になる可能性がある。さらに、このようなシステムは、レーザー光で照明されるべきでな
い物体（たとえば、敏感な生体物質）に関する３次元情報を捕捉するためには適さないで
あろう。
【００７３】
　物体を照明するため非コヒーレント光を使用する従来のホログラフィック技術は、非コ
ヒーレント源物体が多数の個別の光源点で構成されていると考えられ、各光源点がそれ自
体でコヒーレントであるので、各光源点がそれ自体の鏡像と干渉パターンを作成する可能
性がある、という簡略化された仮定に依存している。本明細書の目的のため、非コヒーレ
ント光は、時間的または空間的に非コヒーレント光であればよく、（時間的非コヒーレン
スの場合に）２つの異なる時点に同じ場所から放射された２つの電磁場、または、（空間
的非コヒーレンスの場合に）同時に２つの異なる場所から放射された２つの電磁場は、２
つの電磁場が一つに合わされるときに干渉格子または干渉パターンを作成しない。この原
理を使用する種々の非コヒーレントホログラフィー方法は、たとえば、それぞれが参照に
より本明細書に組み込まれている、Ａ．Ｗ．Ｌｏｈｍａｎｎ，“Ｗａｖｅｆｒｏｎｔ　Ｒ
ｅｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ　ｆｏｒ　Ｉｎｃｏｈｅｒｅｎｔ　Ｏｂｊｅｃｔｓ”，Ｊ．
Ｏｐｔ．Ｓｏｃ．Ａｍ．５５，１５５５－１５５６（１９６４）と、Ｇ．Ｃｏｃｈｒａｎ
，“Ｎｅｗ　ｍｅｔｈｏｄ　ｏｆ　ｍａｋｉｎｇ　Ｆｒｅｓｎｅｌ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍ
ｓ”，Ｊ．Ｏｐｔ．Ｓｏｃ．Ａｍ．５６，１５１３－１５１７（１９６６）と、Ｐ．Ｊ．
Ｐｅｔｅｒｓ，“Ｉｎｃｏｈｅｒｅｎｔ　ｈｏｌｏｇｒａｐｈｙ　ｗｉｔｈ　ｍｅｒｃｕ
ｒｙ　ｌｉｇｈｔ　ｓｏｕｒｃｅ”，Ａｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｌｅｔｔ．８，２０９－２１
０（１９６６）と、Ｈ．Ｒ．Ｗｏｒｔｈｉｎｇｔｏｎ，Ｊｒ．，“Ｐｒｏｄｕｃｔｉｏｎ
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　ｏｆ　ｈｏｌｏｇｒａｍｓ　ｗｉｔｈ　Ｉｎｃｏｈｅｒｅｎｔ　ｉｌｌｕｍｉｎａｔｉ
ｏｎ”，Ｊ．Ｏｐｔ．Ｓｏｃ．Ａｍ．５６，１３９７－１３９８（１９６６）と、　Ａ．
Ｓ．Ｍａｒａｔｈａｙ，“Ｎｏｎｃｏｈｅｒｅｎｔ－ｏｂｊｅｃｔ　ｈｏｌｏｇｒａｍ：
ｉｔｓ　ｒｅｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ　ａｎｄ　ｏｐｔｉｃａｌ　ｐｒｏｃｅｓｓｉｎ
ｇ”，Ｊ．Ｏｐｔ．Ｓｏｃ．Ａｍ．Ａ４，１８６１－１８６８（１９８７）と、Ｇ．Ｓｉ
ｒａｔ，Ｄ．Ｐｓａｌｔｉｓ，“Ｃｏｎｏｓｃｏｐｉｃ　ｈｏｌｏｇｒａｐｈｙ”，Ｏｐ
ｔｉｃｓ　Ｌｅｔｔｅｒｓ，１０，４－６（１９８５）とに記載されている方法が提案さ
れている。
【００７４】
　しかし、従来の非コヒーレントホログラフィック技術は非現実的に高レベルの光強度を
必要とすることがある。よって、従来の非コヒーレントホログラフィックシステムは物体
の能動照明を必要とするので、結果として上述された問題および制限をもたらすことがあ
る。
【００７５】
　その上、従来の非コヒーレントホログラフィックシステムは、複数の光路差における長
さの差に対する感度を低下させるために帯域制限光源で物体を照明することに依存するこ
とがある。たとえば、従来の非コヒーレントホログラフィックシステムでは、光路の相対
的な長さの許容可能な変動は光速で乗じられた帯域幅の逆数に制限されることがある。よ
って、帯域制限された所定の光源が必要とされることがあり、外部照明の除去が従来の非
コヒーレントホログラフィックシステムでは必要であることがある。
【００７６】
　さらに、従来の非コヒーレントホログラフィックシステムは、図３２に示された実施例
に類似した複数の光軸を有している光学配置を必要とすることがある。よって、従来の非
コヒーレントホログラフィックシステムは、上述されているように、光軸の方向または長
さの変動、および、付随する問題の影響も受けやすい。
【００７７】
　その上、従来のホログラフィック技術は、転写効率が低い場合があるミラーを使用して
光を２つのチャンネルに分離し、その後に、分離された光を再合成することを伴う。効率
は、電力の５０％以上が失われる再合成の際に特に低い。
【００７８】
　さらに、従来のフーリエホログラムでは、各物体点は像平面全体を通して（たとえば、
ＣＣＤ面全体を通じて）直線格子に変換される。よって、フーリエホログラムを生成する
従来の非コヒーレント法では、各物体点からの光は、像平面全体に亘って高コントラスト
の格子またはパターンを作るため十分に強くなければならないので不利である。
【００７９】
　断層撮影法は上述された従来のホログラフィック技術の制限を解決するため提案されて
いる。このような断層撮影法は、たとえば、連続画像の間で物体、あるいはカメラ、また
は、両方を移動させることによって、様々な視点から物体の複数の像を捕捉し、連続画像
を処理することにより３次元物体情報を抽出することを伴うことがある。従来の断層撮影
法は、それぞれが参照により本明細書に組み込まれている、Ｙ．Ｌｉ，Ｄ．Ａｂｏｋａｓ
ｉｓ　ａｎｄ　Ｊ．Ｒｏｓｅｎ，“Ｃｏｍｐｕｔｅｒ－ｇｅｎｅｒａｔｅｄ　ｈｏｌｏｇ
ｒａｍｓ　ｏｆ　ｔｈｒｅｅ－ｄｉｍｅｎｓｉｏｎａｌ　ｒｅａｌｉｓｔｉｃ　ｏｂｊｅ
ｃｔｓ　ｒｅｃｏｒｄｅｄ　ｗｉｔｈｏｕｔ　ｗａｖｅ　ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｃｅ”，
Ａｐｐｌ．Ｏｐｔ．４０，２８６４－２８７０（２００１）と、Ｙ．Ｓａｎｄｏ，Ｍ．Ｉ
ｔｏｈ　ａｎｄ　Ｔ．Ｙａｔａｇａｉ，“Ｈｏｌｏｇｒａｐｈｉｃ　ｔｈｒｅｅ－ｄｉｍ
ｅｎｓｉｏｎａｌ　ｄｉｓｐｌａｙ　ｓｙｎｔｈｅｓｉｚｅｄ　ｆｒｏｍ　ｔｈｒｅｅ－
ｄｉｍｅｎｓｉｏｎａｌ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　ｓｐｅｃｔｒａ　ｏｆ　ｒｅａｌ　ｅｘｉｓ
ｔｉｎｇ　ｏｂｊｅｃｔｓ”，Ｏｐｔ．Ｌｅｔｔ　２８，２５１８－２５２０（２００３
）とに記載されている。
【００８０】
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　断層撮影法は緩慢であるが、物体とカメラとの間の相対的な見え方が変化される前後に
複数の像が捕捉されることを必要とすることがあるので、複数の像を捕捉するために要す
る時間の間に変化する物体を捕捉できないことがある。代替的に、断層撮影法は、２つ以
上の見え方から物体の像を同時に捕捉する能力を含むより高価であるか、または、物理的
に大きい設備を必要とすることがある。さらに、この断層撮影法は、カメラからの相対的
な見え方を変化させることが困難でありうる離れた物体または静止した物体に対し非現実
的であることがある。その上、物体が予測できない方法で移動しているならば、物体の形
状または移動に関する別の情報源を持つことなく連続画像から情報を抽出することは困難
であろう。
【００８１】
　レンジファインディング法は、装置と物体の表面の種々の点との間の距離を測定し、距
離に基づいて物体の像またはモデルを構築することを伴う。さらに、あるレンジファイン
ディング法は、経時的に装置からの物体の見え方を予測可能に変化させるため物体または
装置の所定の移動または制御された移動を含むことがある。よって、従来のレンジファイ
ンディング法は、物体の外観の３次元形状を決定するために物体の見え方の予測可能な変
化を含むこともある。従来のレンジファインディング法は、物体上の点にレーザーを照射
し、レーザー光が物体とレーザー源との間を進むために要する時間の量を測定し、移動時
間に基づいて物体までの距離を決定するシステムを含む。関連した方法は、物体にレーザ
ーストライプまたはレーザー格子を「ペイント」し、物体の幾何情報を決定するために観
察された格子の変形を検査することを含む。
【００８２】
　しかし、このようなレンジファインディング法は、コヒーレントレーザーによる物体の
能動照明を必要とするので、非コヒーレントに照明された物体、または、蛍光発光物体も
しくはルミネセンス発光物体に適してない。コヒーレント光源が使用可能であるとき、コ
ヒーレント光源は、上述された能動照明およびコヒーレント光源の問題および制限が付随
している。さらに、レンジファインディング法は、物体が予測できない方法で移動するか
、または、物体がレーザー源に非常に接近しているならば、実行することが難しいことが
ある。
【００８３】
　その他のレンジファインディング法は、被写界深度が浅いレンズと、校正された自動焦
点システムとを備えるカメラを使用することを含むことができる。自動焦点システムは、
たとえば、結果として得られる像のコントラストを最大化することにより、物体の部分に
焦点を合わせるためレンズを自動的に調節する。次に、物体までの距離が校正されたレン
ズの機械的位置に基づいて決定される。しかし、このような校正された焦点技術は、最低
限の光学コントラストを有する物体には、または、物体もしくは装置が動いているときに
は役に立たないことがある。さらに、このようなシステムの精度は校正されたレンズの機
械的公差によって制限されることがある。
【００８４】
　別の従来の方法は、像内の陰影から物体距離を抽出することを含む。たとえば、従来の
陰影法は、物体からの電磁放射線（たとえば、Ｘ線放射または光）が、物体と像平面の間
に配置されるフレネルゾーンパターン（透過ゾーンプレート、ゾーンプレート、ゾーンパ
ターン、フレネルゾーンプレートなどの名前で知られているＦＺＰ）のような同心リング
パターンをもつマスクによって阻止されるときに生成された陰影の像を捕捉することを含
む。
【００８５】
　本願の目的のため、ＦＺＰは、連続リングの厚さ（たとえば、半径方向幅）がリングの
中心からの距離に反比例する明と暗の交互の同心リングの２次元パターンであると理解さ
れることがある。たとえば、ＦＺＰのｎ番目のリングは、以下の式（または以下の式の近
似）：
ｒｎ＝√ｎｆλ
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によって記述される半径ｒで遷移（すなわち、暗から明、または、明から暗）することが
あり、式中、ｎは整数であり、λは当てられた光の波長であり、ｆはＦＺＰの焦点距離で
ある。
【００８６】
　星のような散乱点光源と共に使用されるとき、像内の陰影の中心の相対位置は像から抽
出されることがあり、対応する点光源までの距離は像内の陰影中心場所から計算されるこ
とがある。このような方法は、参照により本明細書に組み込まれている、Ｌ．Ｍｅｒｔｚ
　ａｎｄ　Ｎ．Ｏ．Ｙｏｕｎｇ，“Ｆｒｅｓｎｅｌ　ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎｓ　
ｏｆ　ｉｍａｇｅｓ”ｉｎ　Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓ　ｏｆ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ　ｏ
ｎ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ　ａｎｄ　Ｔｅｃｈｎｉｑｕｅｓ，Ｋ．Ｊ
．Ｈａｂｅｌｌ編集（Ｃｈａｐｍａｎ　ａｎｄ　Ｈａｌｌ，Ｌｏｎｄｏｎ　１９６１）ｐ
．３０５に記載されている。
【００８７】
　しかし、このような従来の陰影レンジング法は、捕捉された電磁放射線が、可視光のよ
うに、ＦＺＰのリングの間の距離に匹敵する波長を有するとき、有用性が制限される。た
とえば、可視光は、像内の陰影のエッジを不明確に定めるか、または、不鮮明にさせるＦ
ＺＰのリングのエッジによって回折されることがあり、それによって、結果として得られ
る陰影パターンの中心を分離することを困難または不可能にさせる（たとえば、Ｍｅｒｔ
ｚとＹｏｕｎｇの文献の図２を参照のこと）。
【００８８】
　従来の走査ホログラフィック法は、物体の表面にフレネルゾーンプレート（ＦＺＰ）の
移動パターンを照射することにより物体を走査し、パターンが物体の上を移動するときに
物体から反射または透過された光の強度（すなわち、１次元強度信号）を連続的に検知し
、物体の３次元情報を生成するために連続的に検知された光強度を積分し処理することを
含むことができる。特に、物体と移動フレネルゾーンパターンとの間のコンボリューショ
ンは、物体に関する３次元情報を抽出するために使用される。従来の走査ホログラフィッ
ク法は、それぞれが参照により本明細書に組み込まれている、Ｐｏｏｎ　Ｔ．－Ｃ．，“
Ｔｈｒｅｅ－ｄｉｍｅｎｓｉｏｎａｌ　ｉｍａｇｅ　ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　ａｎｄ　ｏ
ｐｔｉｃａｌ　ｓｃａｎｎｉｎｇ　ｈｏｌｏｇｒａｐｈｙ”，ＡＤＶＡＮＣＥＳ　ＩＮ　
ＩＭＡＧＩＮＧ　ＡＮＤ　ＥＬＥＣＴＲＯＮ　ＰＨＹＳＩＣＳ　１２６，３２９－３５０
（２００３）と、Ｇ．Ｉｎｄｅｂｅｔｏｕｗ，Ａ．Ｅｌ　Ｍａｇｈｎｏｕｊｉ，Ｒ．Ｆｏ
ｓｔｅｒ，“Ｓｃａｎｎｉｎｇ　ｈｏｌｏｇｒａｐｈｉｃ　ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｙ　ｗｉ
ｔｈ　ｔｒａｎｓｖｅｒｓｅ　ｒｅｓｏｌｕｔｉｏｎ　ｅｘｃｅｅｄｉｎｇ　ｔｈｅ　Ｒ
ａｙｌｅｉｇｈ　ｌｉｍｉｔ　ａｎｄ　ｅｘｔｅｎｄｅｄ　ｄｅｐｔｈ　ｏｆ　ｆｏｃｕ
ｓ”，Ｊ．Ｏｐｔ．Ｓｏｃ．Ａｍ．Ａ２２，８９２－８９８（２００５）とに記載されて
いる。
【００８９】
　しかし、従来の走査ホログラフィック法は、物体の場所が固定されている間にパターン
が物体上で移動されることを必要とするので、この方法の有用性を制限している。代替的
に、パターンが固定され、物体がパターン上を移動され、結果として同様の制限を生じる
ことがある。
【００９０】
　その上、走査プロセスは、機械的移動を必要とする比較的遅いプロセスである可能性が
ある。よって、走査は、上述された解像度低下のような、機械的劣化および不正確さによ
って生じる問題に影響されやすい。
【００９１】
　さらに、走査ホログラフィック法は、物体から１次元光強度信号を連続的に捕捉し、３
次元情報を抽出するために連続信号を積分するので、このようなシステムは走査の期間に
亘って走査装置と物体の相対位置の変動に非常に影響されやすい。たとえば、このような
システムが、走査の第１の部分で第１の強度を捕捉し、走査の第２の部分で第２の強度を
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捕捉するならば、物体と走査装置の相対位置の変動（あるいは、走査装置の要素の内部配
置の僅かな変化でさえ）が捕捉された第２の強度に不利な変化をもたらすことがあるので
、システムの精度、解像度および有用性を低下させる。
【００９２】
　その上、走査ホログラフィックシステムは、一般に大型であり、かつ、複雑であるので
、可搬性または低価格を要求するアプリケーションに適さないことがある。さらに、従来
の走査ホログラフィックシステムは、干渉レーザー光によって生成された干渉パターンに
よって物体が照明されることを必要とし、物体捕捉毎に数分以上を要する可能性がある非
常に遅い記録プロセスを含み、記録プロセスは、記録プロセス中に記録装置コンポーネン
トおよび／または物体のかなりの機械的移動を必要とするので不利である。
【００９３】
　さて図面を参照すると、類似した参照符号が様々な図を通じて同一の部品または対応す
る部品を示している。
【００９４】
　図１は本発明の第１の実施形態による光学装置１００のブロック図である。光学装置１
００は物体１３０の３次元情報を捕捉するように構成され、光学装置１００は光学組立体
１１０および像捕捉組立体１２０を含む。特に、光学組立体１１０は受光軸１４０に沿っ
て物体１３０から光を受ける。たとえば、光学組立体は、物体１３０上の反射面によって
反射または散乱された太陽１５０からの光を受けることがある。受光は、反射された太陽
光のような多色性かつ非コヒーレント性の光でもよく、または、単色光またはコヒーレン
ト光でもよい。その上、物体からの光は、物体によって放射された蛍光または化学発光で
もよい。光学装置１００は、本実施形態では、物体を照明しないが、物体から光を受動的
に受ける。
【００９５】
　光学組立体１１０は、後述された変換に従って受光を変換し、変換された光を受光軸１
４０に沿って透過させる。像捕捉組立体１２０は、光学組立体１１０から変換された光を
受け、変換された光の２次元強度像を捕捉する。捕捉された２次元強度像は、物体１３０
の部分に関する３次元情報または幾何情報を含み、物体１３０からの光が光学組立体１１
０で受けられる。３次元情報または幾何情報は、フレネルホログラムとして捕捉された２
次元強度像内に符号化されている。換言すると、本願において説明されているようなホロ
グラムは、３次元情報を符号化する２次元像である。その上、本発明は、物体の３次元情
報または幾何情報を符号化する３次元強度像である体積ホログラムの捕捉にも適用される
。像捕捉組立体１２０は捕捉された像から３次元情報を抽出することがある。像捕捉組立
体は不透明光捕捉装置でもよい。不透明装置は、当該周波数および強度の電磁放射線に対
し透明でないか、または、半透明である装置を意味することが理解されるべきであり、し
たがって、このような装置はこの電磁放射線が通過することを可能にしない。
【００９６】
　フレネルホログラムは、物体の光散乱面に関する３次元情報を含む複素値波面分布を符
号化する正実数光強度分布である。さらに、フレネルホログラムでは、参照によって本明
細書に組み込まれている、Ｇｏｏｄｍａｎ，“Ｉｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎ　ｔｏ　Ｆｏｕ
ｒｉｅｒ　Ｏｐｔｉｃｓ”，３ｒｄ　Ｅｄ．，Ｒｏｂｅｒｔｓ　＆　Ｃｏｍｐａｎｙ　Ｐ
ｕｂｌｉｓｈｅｒｓ，２００５に記載されているように、物体上の各点は、存在する空間
周波数成分の全範囲を用いてシヌソイドフレネルゾーンプレートの一部に符号化される。
よって、物体の３次元像は、フレネルホログラムを保有している透明性を適切に照明する
ことにより光学的に再現されることがあり、または、物体の３次元像がフレネルホログラ
ムの電子画像データを使用してコンピュータによって再現されることがある。再現された
物体の３次元像は、物体の観察可能な表面の形状および距離に関する３次元情報を含む。
【００９７】
　光学装置１００は、移動するか、または、移動されることなく３次元物体情報を捕捉す
ることがあるので（すなわち、光学装置１００と物体１３０との間の空間関係は、像が捕
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捉される前の時点から３次元情報が像捕捉組立体１２０によって捕捉された像から抽出さ
れた後の時点まで維持されうるので）有利である。その上、光学装置１００は、物体と光
学装置１００の一方または両方が動いている間に３次元物体情報を捕捉することがあるの
で有利である。
【００９８】
　その上、光学装置１００は、従来の方法または走査ホログラフィック法で行われている
ように、物体にパターンを投影しない。さらに、光学装置１００は、光が物体から受けら
れる間に移動するために必要とされる部品、たとえば、走査ホログラフィーで使用される
走査開口のような部品を含まない。よって、像捕捉中に移動する部品なしで、光学装置１
００は、たとえば、走査ホログラフィーのため使用される装置より、製造および使用のた
めの費用が安く、高信頼性であり、静かであり、高速でありうる。さらに、能動照明（た
とえば、レーザーによる照明）を必要とする従来のホログラフィックシステムに関して、
本発明は、より多くのタイプのイメージングに適用されるより簡素な設計を有することが
あるので有利である。
【００９９】
　その上、本発明は、照明からの（すなわち、物体によって散乱されていない）光と物体
によって散乱された光との干渉を必要としない。その代わりに、本アプローチは物体によ
って散乱された光を回折させ、このことは、物体そのものに由来する電磁放射線波面の一
部分同士の間の相互干渉であると理解されることがあり、散乱された光と光源からの別の
光との間の干渉ではない。よって、相互干渉は、数個の同一線上の電磁要素（たとえば、
後述されているように、レンズおよびマスク、または、ＤＯＥ）によって、または単一の
電磁要素（たとえば、後述されているように、単一のＤＯＥ）によって実行されることが
あるので、干渉する波面の光路間の相対的な差は容易に制御され（たとえば、光路のすべ
てが同じ電磁要素を通過し）、したがって、光路の長さの間の変動がより容易に制御され
、最小化されることがある。
【０１００】
　さらに、光学装置１００は、単一の像内（たとえば、１回の露光）で３次元物体情報を
捕捉することがあるので有利である。
【０１０１】
　その上、光学装置１００は、非常に低レベルの光強度で像を捕捉できることがあるので
有利である。従来のホログラフィックシステムは、ある程度の受光を失わせるか、または
、弱める可能性があるビームスプリッターおよび／またはミラーを必要とすることがある
。一方、光学装置１００は、ビームスプリッターまたはミラーの使用を必要としないので
、低レベルの光強度で像を捕捉できることがある。
【０１０２】
　さらに、従来のホログラフィックシステムは、各物体点が像平面全体に広がる干渉縞パ
ターンの原因となるフーリエホログラムを生成することがある。このような従来のシステ
ムは光学装置１００より大きい光強度を必要とすることがあり、光学装置１００は、フレ
ネルゾーンパターンを使用して各物体点を変換し、像平面の一部分だけに特有の物体点の
縞パターンを生成することがあり、それによって、より小さい光強度を可能にする点で有
利である。
【０１０３】
　その上、光学装置１００は、単一軸だけに沿って光を受け、光を透過し、それによって
、軸変動に対する影響の受けやすさを低減し、光学装置１００の設計、製造および使用を
簡素化する点で有利である。さらに、光学装置１００は同軸であり、かつ、自己干渉型で
ある。特に、本実施形態では、別々の光路からの光は干渉パターンまたはホログラムを生
成するために干渉させられない。その代わりに、ホログラムは光学組立体１１０内の光の
回折によって生成される。回折は光波面の各部分の間の干渉によって生成されるものとし
て理解される（すなわち、波面に沿った各点は、ホイヘンスの光波の原理によると点光源
であると考えられる）ことがあるが、本実施形態のように、単一の同軸組立体によって生
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成される回折は、干渉する光源の間の光路の変動に対する感度が非常に低い。特に、本実
施形態によれば、光は自己干渉型であり、干渉は同じ光学要素の様々な部分（たとえば、
光学組立体１１０、または、後述される図３におけるマスク３０４）を通過する光波の間
だけにあるので、本実施形態のように同じ光学要素を通過する光路の光路長および角度変
動を最小化することは、従来のホログラフィーシステムのように、別個の光軸に沿って別
個の光学要素を通過する別個の光路の間の光路変動を制御するより遙かに容易である。そ
の上、光学装置１００は、物体から受けた多色性の非コヒーレント光を有利に捕捉するた
め使用されることがある。したがって、フルカラー３次元像が装置によって記録されたフ
レネルホログラムから再現されることがある。
【０１０４】
　本明細書中の実施形態は、光を送受し、光像を捕捉し、光学組立体を含むものとして記
載されているが、本発明は、その他のタイプの電磁放射線にも適用可能である。よって、
本発明は、物体から受信電磁放射線を受ける電磁放射組立体を含む電磁放射装置をさらに
包含する。
【０１０５】
　図２は本発明の実施形態による捕捉された幾何情報の実施例を説明するブロック図であ
る。図２の実施例によれば、物体２００は１個または複数個の光源（たとえば、太陽１５
０）によって照明され、物体２００の様々な光放射部によって光を散乱または反射させる
。３個の例示的な光放射部２０６、２０８および２１０は、それぞれ、光線２１６、２１
８および２２０を散乱させる。これらの例示的な光線は、（図１の細部なしに図２に示さ
れている）光学装置１００の方へ進む。本発明によれば、光学装置１００によって捕捉さ
れた光は、物体と光学装置との間の距離、および、光学装置１００で受けられる光の出所
である物体２００の観察可能な面の形状に関する幾何情報を含む。たとえば、捕捉された
光は、光線２１８が進んだ距離に関する情報を含み、特に、光放射部２０８と光学装置１
００との間の距離を含む。さらに、捕捉された光は、光放射部２０８の水平距離、たとえ
ば、物体２００のエッジと光放射部２０８との間の水平距離２１２に関する幾何情報をさ
らに含む。その上、捕捉された光は、光放射部２０８の垂直距離、たとえば、物体２００
のエッジと光放射部２０８との間の垂直距離２１４に関する幾何情報をさらに含む。本実
施例では、水平距離２１２および垂直距離２１４は、放射部２０８を通過する測定平面２
０４で測定された距離である。
【０１０６】
　よって、本実施形態によれば、光学装置は、光学装置で受けられた光の出所である各物
体の各部分に関する幾何情報を含む光を捕捉するように構成されることがある。さらに、
幾何情報から、各物体の可視部分のサイズ、形状および場所が決定されることがある。た
とえば、図２では、光が物体２００の各外面によって散乱され、散乱光の少なくとも一部
分が光学装置１００で受けられるならば、装置１００は、物体２００の各可視面の寸法（
たとえば、高さ、幅および奥行き）に関する幾何情報と、物体１３０と光学装置１００の
前面との間の距離に関する情報とを含む光を捕捉することがある。
【０１０７】
　光は図２では外面によって散乱されるが、当業者は、このような光学装置が、物体１３
０の半透明または透明外部を介して光を光学組立体１００へ放射する物体１３０の内面か
らの受光を捕捉することも可能であることを認めるであろう。その場合、捕捉された幾何
情報は物体の内部に関する幾何情報を含むことがある。
【０１０８】
　光学組立体１１０は、後述される複素変換関数に従って透過光の複素振幅を制御するよ
うに構成されている光学組立体を含む。よって、たとえば、光学組立体１１０は、１枚以
上の屈折レンズ、１個以上の回折光学要素（ＤＯＥ）、または、１台以上の空間光変調器
（ＳＬＭ）を含むことがある。
【０１０９】
　回折理論の方式における非コヒーレント相関器は、非コヒーレント相関器が入力平面上



(18) JP 2014-197002 A 2014.10.16

10

20

30

40

50

のある位置からの単一点によって照明されるときに、入力点の場所に直線的に関連付けら
れた点の周りの出力平面でマスク透明度のフーリエ変換のパターンをシステムの開口に生
成するあらゆるシステムを含むことができる。よって、非コヒーレント相関器は、入力平
面内のあらゆる点を含む出力像を生成する。
【０１１０】
　図３は、図１に示された光学装置１００において光学組立体１１０として使用されるこ
とがある非コヒーレント相関器３００のブロック図である。非コヒーレント相関器３００
は、第１の変換光学組立体３０２、マスク３０４、および、第２の変換光学組立体３０６
を含む光学組立体である。第１の変換光学組立体３０２および第２の変換光学組立体３０
６の１つずつは、（コヒーレント光は本発明の動作中に必要とされないが）コヒーレント
光によって照射されるならば、受光の２次元フーリエ変換を実行するようなタイプの収束
レンズを含む。非コヒーレント相関器３００が平面３１８上のある位置から単一の点光源
３０８によって照明されるとき、非コヒーレント相関器３００は出力平面３１６上のマス
ク３０４のフーリエ変換のパターンを生成する。平面３１８は、第１の変換光学組立体３
０２から距離（ｚ＋ｆ１）に、非コヒーレント相関器３００の光軸３２０に沿ってかつ垂
直に位置し、ここで、ｆ１は第１の変換光学組立体３０２の焦点距離であり、ｚは点光源
３０８と第１の変換光学組立体３０２との間の残りの距離である。出力平面は、第２の変
換光学組立体３０６から距離ｆ２に、光軸３２０に沿ってかつ垂直に位置し、ここで、ｆ

２は平面３１８から遠ざかる方向における第２の変換光学組立体３０６の焦点距離である
。出力平面３１６上のマスク３０４のフーリエ変換は、ｚ＝０の場合に限り取得されるこ
とに留意されたい。ｚ≠０のとき、光学組立体３００は、マスク３０４のフーリエ変換と
は異なる関数を用いて、依然として物体との間の相関を実行する。換言すると、ｚ≠０の
場合、出力平面３１６はマスク３０４のフーリエ変換とは異なる出力像を含むであろう。
【０１１１】
　図４は光学組立体３００を含む光学装置４００の実施形態のブロック図である。光学装
置３００は、第１の変換光学組立体３０２と、マスク３０４と、第２の変換光学組立体３
０６とを含む。第１の変換光学組立体および第２の変換光学組立体３０２／３０６の１つ
ずつは、（装置の使用はコヒーレント光を必要としないが）受信コヒーレント光に２次元
フーリエ変換演算を実行するようなタイプの光学組立体（たとえば、収束フーリエレンズ
）である。光は第１の変換光学組立体３０２で物体１３０から受けられ、第１の変換光学
組立体は受光を変換し、変換された光を透過する。マスク３０４は変換された光を受け、
後述されるように、受けたコヒーレント変換光の振幅および／または位相を変化させ、マ
スク光として受光の一部分を透過させる。マスク光は、第２の変換光学組立体３０６によ
って受けられ、第２の変換光学組立体はマスク光を変換し、第２の変換光を透過する。像
捕捉組立体１２０は、上述されているように、第２の変換光を受け、捕捉する。物体から
受けた光が非コヒーレントであるとき、第１の変換光学組立体および第２の変換光学組立
体３０２／３０６によって実行される変換はフーリエ変換でなくてもよいことに留意され
たい。しかし、第１の変換光学組立体および第２の変換光学組立体３０２／３０６は、受
けたコヒーレント光または受けた点光源光のフーリエ変換を生成するタイプの光学組立体
（たとえば、収束フーリエレンズ）である。
【０１１２】
　マスク３０４は、１個以上の所定の複素透過関数に従って、受光の振幅および位相を変
換するように構成されている装置または構造体を含む。たとえば、マスク３０４は、１個
以上の回折光学要素（ＤＯＥ）、１個以上の振幅フィルタ、１枚以上のレンズ、および／
または、１個以上のＳＬＭを含むことがある。
【０１１３】
　図５Ａは、複数の変換領域５００－５１４のアレイを有するＤＯＥを含むマスク３０４
の実施形態の正面詳細図である。回折光学要素内の複数の変換領域の１つずつは、後述さ
れた変換式に従って受光の位相および／または振幅を変換するように構成されている。
【０１１４】
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　回折光学要素は、受光の位相および／または振幅を変換し、変換された透過光を生成す
るために、各変換領域において屈折材料の体積の変動を使用する体積変調回折光学要素を
含むことがある。その上、回折光学要素は、受光の位相および／または振幅を変換し、変
換された透過光を生成するために、各変換領域において屈折材料の屈折率の変動を使用す
る屈折率変調回折光学要素を含むことがある。その上、回折光学要素は、受光の振幅を変
化させるために所定の透過率を有する１個以上の透過層を含むことがある。さらに、体積
変調回折光学要素、屈折率変調回折光学要素、および、透過層回折光学要素の１つ以上の
特徴を組み合わせる回折光学要素が含まれることもある。回折光学要素を準備する方法は
、たとえば、それぞれが参照により本明細書に組み込まれている、Ｓａｌｍｉｏ　ｅｔ　
ａｌ．，“Ｇｒａｄｅｄ－ｉｎｄｅｘ　ｄｉｆｆｒａｃｔｉｖｅ　ｓｔｒｕｃｔｕｒｅｓ
　ｆａｂｒｉｃａｔｅｄ　ｂｙ　ｔｈｅｒｍａｌ　ｉｏｎ　ｅｘｃｈａｎｇｅ”，Ａｐｐ
ｌｉｅｄ　Ｏｐｔｉｃｓ，Ｖｏｌ．３６，Ｎｏ．１０，１　Ａｐｒｉｌ　１９７７と、Ｃ
ａｒｒｅ　ｅｔ　ａｌ．，“Ｃｕｓｔｏｍｉｚａｔｉｏｎ　ｏｆ　ａ　ｓｅｌｆ－ｐｒｏ
ｃｅｓｓｉｎｇ　ｐｏｌｙｍｅｒ　ｆｏｒ　ｏｂｔａｉｎｉｎｇ　ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ｄ
ｉｆｆｒａｃｔｉｖｅ　ｏｐｔｉｃａｌ　ｅｌｅｍｅｎｔｓ”，Ｓｙｎｔｈｅｔｉｃ　Ｍ
ｅｔａｌｓ　１２７（２００２）２９１－２９４と、Ｎｏｒｄｍａｎ　ｅｔ　ａｌ．，“
Ｄｉｆｆｒａｃｔｉｖｅ　ｐｈａｓｅ　ｅｌｅｍｅｎｔｓ　ｂｙ　ｅｌｅｃｔｒｏｎ－ｂ
ｅａｍ　ｅｘｐｏｓｕｒｅ　ｏｆ　ｔｈｉｎ　Ａｓ２Ｓ３　ｆｉｌｍｓ”，Ｊｏｕｒｎａ
ｌ　ｏｆ　Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｐｈｙｓｉｃｓ　８０（７），１　Ｏｃｔｏｂｅｒ　１９９
６と、に記載されている方法のような従来の方法を含む。
【０１１５】
　図５Ｂ－５Ｇは、光学組立体１１０の種々の実施形態について、図５Ａにおける断面Ａ
Ａ’の見え方を示している。図５Ｂは、変換領域５００－５１４の体積が中心線５１６に
関して対称である、対称的に配置された体積変調型回折光学要素構造体の断面図である。
【０１１６】
　図５Ｃ－５Ｇでは、各変換領域は、図５Ａおよび５Ｂの実施形態における変換領域に対
応するが（たとえば、変換領域５００Ｃ、５００Ｄ、５００Ｅ、５００Ｆおよび５００Ｇ
は変換領域５００に対応するが）、関連した実施形態の特性を備えている。
【０１１７】
　図５Ｃは、体積領域５００Ｃ－５１４Ｃの体積が変化し、中心線５１６に関して非対称
的に配置されている、体積変調型回折光学要素構造体の断面図である。
【０１１８】
　図５Ｄは、変換領域５００Ｄ－５１４Ｄの屈折率が変化する、屈折率変調型回折光学要
素構造体の断面図である。
【０１１９】
　光学組立体１１０は、体積変調型変換領域または屈折率変調型変換領域だけを含む実施
形態に限定されることなく、体積変調型変換領域および屈折率変調型変換領域の混合と、
体積変調および屈折率変調の両方の特徴を含む変換領域とも含むことがある。
【０１２０】
　図５Ｅは、たとえば、変換領域５００Ｅ、５０６Ｅ、５０８Ｅおよび５１２Ｅが可変屈
折率を含み、変換領域５０２Ｅ、５１０Ｅおよび５１４Ｅが可変体積を含み、変換領域５
０４Ｅが可変屈折率と可変体積の両方を含む、混合モード回折光学要素構造体の断面図で
ある。
【０１２１】
　光学組立体１１０は、光が組立体の一方側からもう一方側へ通過する屈折型回折光学組
立体だけを含む実施形態に限定されることなく、光が組立体から出る前に表面によって反
射される反射型回折光学組立体を有する実施形態も含む。
【０１２２】
　図５Ｆは、反射層５１８および体積変調型変換領域５００Ｆ－５１４Ｆを含む反射体積
変調型回折光学要素の断面図である。本実施形態では、変換領域５００Ｆ－５１４Ｆを介
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して入る受光は反射層５１８によって反射され、回折光学要素から出る前に変換領域５０
０Ｆ－５１４Ｆを再通過する。
【０１２３】
　光学組立体１１０は、上述の図に示されている形状を有している変換領域を含む実施形
態に限定されることなく、変換領域がその他の形状、たとえば、丸みのある形状を有する
実施形態も含む。
【０１２４】
　図５Ｇは、変換領域５００Ｇ－５１４Ｇが外部エッジに異なる形状を有し、反射層５１
８に隣接した内部エッジに正方形の形状を有する反射体積変調型回折光学要素の断面図で
ある。
【０１２５】
　図６Ａは、複数の変換領域６００－６１４のアレイを有するＤＯＥを含み、各変換領域
が図５Ａ－５Ｇに関して上述された特徴に類似した特徴を含むことがあるマスク３０４の
実施形態の正面詳細図である。さらに、本実施形態の回折光学要素における複数の変換領
域の１つずつは、以下の透過式に従って様々な所定の量で受光の振幅を低下させるように
構成されている１層以上の透過層を使用して、受光の振幅を変換するように構成されてい
る。本実施形態では、変換領域６１４は、比較的少量ずつ透過光の振幅または強度を低下
させるように構成されている吸収性インクまたは反射性金属のような材料を含有する透過
層を含むように構成され、変換領域６０６、６１０および６０２は、それぞれに増加した
量で透過光の振幅または強度を低下させるように構成されている。可変透過率は、同じ材
料の層の数を変えること、同じ材料の密度を変えること、様々な濃度の材料を混合するこ
と、または、受光の強度を変化させるため使用される従来の方法により生成されることが
ある。
【０１２６】
　さらに、各変換領域６００－６１４は、受光スペクトルの異なる周波数に亘って異なる
量の振幅低下または強度低下を加えるように構成されることがある。よって、各変換領域
６００－６１４は、受光の各色を別々にフィルタ処理する能力を含むことがある。たとえ
ば、変換領域６０６は、振幅の低下なしに赤色に近い周波数を有する受光の一部分を透過
させ、受光のすべての他の周波数の振幅を低下させることがある。さらに、変換領域６１
０は、青色の受光の振幅を第１の量ずつ低下させ、黄色または赤色の受光の振幅を第２の
量ずつ低下させることがある。変換領域毎の周波数減衰プロファイルのすべての並べかえ
が本発明に包含されている。
【０１２７】
　図６Ｂ－６Ｅは、マスク３０４の種々の実施形態に対する図６Ａにおける断面ＢＢ’の
図を示している。図６Ｂは、対応する変換領域５１４Ｆ、５０６Ｆ、５１０Ｆおよび５０
２Ｆに隣接した領域に可変透過率を有する透過層６２０を含むマスクの断面図である。
【０１２８】
　図６Ｃは、（たとえば、変換領域に添加された不純物に起因して）受光の振幅を変える
ように構成されている変換領域６１４Ｃ、６０６Ｃ、６１０Ｃおよび６０２Ｃを有するマ
スクの断面図である。
【０１２９】
　図６Ｄは、片側に印刷オーバーレイ６２２が取り付けられているマスクの断面図である
。印刷オーバーレイ６２２は、インクまたはその他の光吸収性材料もしくは光反射性材料
が、受光の振幅を変化させるため可変濃度または可変量で、対応する変換領域６１４Ｄ、
６０６Ｄ、６１０Ｄおよび６０２Ｄに隣接した領域に堆積されている印刷領域６２４を含
む。印刷オーバーレイ６２２は、マスク３０４の残りに取り付けられる前に印刷されるこ
とがある。さらに、印刷領域６２４は、図６Ｅにおけるマスク３０４の実施形態に示され
ているように、印刷オーバーレイ６２２を使用することなく、ＤＯＥの上に直接印刷され
ることがある。
【０１３０】
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　マスク内のＤＯＥは、上述の実施例に示されているように６４個の変換領域のアレイを
有するＤＯＥに限定されることなく、その他の個数の変換領域を有するＤＯＥを含み、変
換領域の半径方向配置（図示せず）と同様に、アレイ以外で配置された変換領域を含む。
さらに、変換領域は任意の形状を有し、どのように配置されてもよい。
【０１３１】
　マスク３０４は１個以上の複素透過関数を同時に実行するように構成されることがある
。本実施形態では、マスクは、捕捉された各像の範囲内で３種類のコンボリューションさ
れた、変換された部分像を生成するために、３個の異なる透過関数を含む。後述されるよ
うな特有の透過関数がマスク３０４に含まれるとき、結果として得られる捕捉された像内
の３種類のコンボリューションされた、変形された部分像は、物体１３０のフレネルホロ
グラムとして合成され、フレネルホログラムから３次元物体情報が抽出されることがある
。
【０１３２】
　図６Ｆは、受光の振幅を制御的に修正するように構成されている振幅ＳＬＭ６２８と、
振幅修正光の位相を制御的に修正し、振幅ＳＬＭ６２８に隣接して搭載されるように構成
されている位相ＳＬＭ６３０とを含むマスク３０４の実施形態のブロック図である。
【０１３３】
　図６Ｇは、振幅ＳＬＭ６２８および位相ＳＬＭ６３０が互いに隣接して位置していない
が、中間空間部を有しているマスク３０４の代替的な実施形態のブロック図である。さら
に、ＳＬＭは、代替的に光路（図示せず）に関して異なる順序で配置されてもよい。さら
に、本発明は、現在または将来に入手可能であり、受光の振幅および位相の両方を制御的
に修正するように構成されているその他のＳＬＭを含むことができる。
【０１３４】
　像捕捉組立体によって捕捉された２次元強度像は、像捕捉面（すなわち、ｘ、ｙ平面）
内の各点で捕捉された光強度の分布を記述する強度関数ｏ（ｘ，ｙ）によって一般的に記
述される。３個の強度関数ｏｎ（ｘ，ｙ）は、各部分像による全体的な像強度への部分寄
与を定義し、以下の全体的な像強度関数、
【数１】

に関連付けられ、式中、Ｂｎは複素定数である。
【０１３５】
　像捕捉組立体１２０によって捕捉された３つの部分像を生成する透過関数は、
【数２】

として定義され、式中、ｓ（ｘ’，ｙ’，ｚ’）は点（ｘ’，ｙ’，ｚ’）＝（０，０，
０）の近くでシステム入力における強度を記述する関数である。関数ｏ（ｘ，ｙ）から、
物体の光散乱面（すなわち、光学組立体１１０で受けられた光を散乱または放射する光学
装置１００に対向する物体の部分）に関する幾何情報は物体参照座標ｘ’、ｙ’およびｚ
’に関して決定されることがある。
【０１３６】
　変換光は、各透過関数からの寄与を受ける点広がり関数（ＰＳＦ）ｈｎ（ｘ，ｙ，ｚ）
を含む。本実施形態では、ｈ（ｘ，ｙ，ｚ）は、１つずつが像捕捉座標（すなわち、ｘ、
ｙ、ｚ）に関して光広がり関数を実行する点広がり関数ｈ１（ｘ，ｙ，ｚ）、ｈ２（ｘ，
ｙ，ｚ）およびｈ３の線形和である。ＰＳＦ　ｈ（ｘ，ｙ，ｚ）は、
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【数３】

として定義され、式中ｐｚ（ｘ－ｘｎ，ｙ－ｙｎ）は像捕捉空間内で点（ｘ１，ｙ１）、
（ｘ２，ｙ２）および（ｘ３，ｙ３）のそれぞれに中心が置かれた２次元ディスク関数で
あり、ｉは虚数単位（すなわち、ｉ＝（－１）０．５）であり、λは伝搬光の波長であり
、Δ（ｚ）は距離ｚに単調に関係するパラメータである。さらに、ディスク関数ｐｚは、
ｚの値に基づいて直径を変化させ、それによって、対応するＦＺＰの直径を制限する直径
関数ｄ（ｚ）を有する。さらに、各ＰＳＦは異なる一定位相値θｎをとるように選択され
る。
【０１３７】
　上記式は、伝搬光の波長に対し単一の値λを含むが、捕捉された強度像が捕捉されたス
ペクトル全体のうちの複数の部分における強度の組み合わせであると仮定することにより
、上記式は多色光のために使用されることがあり、たとえば、捕捉された強度像が捕捉さ
れた赤色光強度、捕捉された黄色光強度、および、捕捉された緑色光強度の組み合わせと
みなされることがある。さらに、本発明は、ＣＭＹＫのような着色像を表現するためにそ
の他のカラーモデルを使用することを含む。
【０１３８】
　よって、像捕捉装置（すなわち、ｚ＝０）で捕捉された像内で、ＰＳＦ　ｈ１，２，３

は、
【数４】

により与えられる。したがって、光学組立体１１０の各部分関数の所望の光変換関数Ｈｎ

（ｕ，ｖ）は上記の式３におけるｈｎ（ｘ，ｙ，０）のフーリエ変換である。よって、式
３および図９Ａ－９Ｃ、１０Ａおよび１０Ｂに示されているように部分マスクパターンが
空間多重化されている実施形態に対応するＨｎ（ｕ，ｖ）は、
【数５】

として定義される。
【０１３９】
　図１５、１７および１８に示されている実施形態のような代替的な時間多重化実施形態
では、Ｈｎ（ｕ，ｖ）は、
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【数６】

として定義されてよく、式中、＊はコンボリューション演算を表している。
　さらに、マスクＨ（ｕ，ｖ）の全体的な変換関数は、

【数７】

として定義され、式中、ｕおよびｖは、像捕捉面内のｘおよびｙ座標に対応する光学組立
体１１０の平面内の座標であり（すなわち、ｕ軸はｘ軸に平行であり、ｖ軸はｙ軸に平行
であり）、Ｐ（ｕ，ｖ）はディスク関数ｐ０（ｘ，ｙ）のフーリエ変換である。
【０１４０】
　上記式において、γ１，２は以下の式、

【数８】

に従って定義されることがある。
【０１４１】
　しかし、本発明は、異なる焦点距離を有する光学組立体の使用に限定されることがなく
、式は２個の光学組立体に対して同じ焦点距離を可能にするように拡張され得ることに留
意されたい。換言すると、マスクγ１，２＝±γというパラメータは、パラメータｆ１お
よびｆ２が既知であるとき、式６に従って決定される。ｆ１およびｆ２はＳＬＭまたはＤ
ＯＥの解像度に応じて選択されてもよい。たとえば、ＳＬＭ面積がＤ×Ｄであり、Ｎ×Ｎ
個の画素を含んでいるならば、画素サイズはδ＝Ｄ／Ｎである。このＳＬＭに表示される
ＦＺＰの最小リング幅はδ＝｜γ｜λ／Ｄとしてよく知られている。したがって、式Ｄ／
Ｎ＝｜γ｜λ／Ｄから、｜γ｜＝Ｄ２／Ｎλが得られる。次に、｜γ｜を式６に代入する
と、パラメータｆ１およびｆ２の値が得られる。本実施例は１つの可能な検討材料の組み
合わせだけを示しているが、本発明は、他の要因に基づいて計算されたフィルタパラメー
タを用いる方法および結果として実現された装置も含むことに留意されたい。
【０１４２】
　図６Ａに関して上述されているように、マスクの変換領域が特定の周波数だけに中心が
置かれた光を除去または通過させるように構成されているカラーフィルタリング能力を含
む場合を考える。マスクは種々の色によって照明されるときに変化する必要がない。マス
ク透過性の応答は、たとえば、以下の式２７に示されているような実施例では、光の波長
に応じて変化する。
【０１４３】
　図７は、各ゾーンが透過される光に関して実質的に透明および実質的に不透明の２つの
透過状態のうちの一方のみを含むバイナリーフレネルゾーンパターン７００の実施例を示
している。本実施例では、ＦＺＰ７００は、可視光スペクトル内の光の９０％より多くを
反射または吸収するインクを使用して可視光スペクトルの範囲内の光の９０％より多くを
透過するガラス基板７０２に印刷されている。
【０１４４】
　本発明は、９０％より多くの透過ゾーンと９０％より多くの吸収／反射ゾーンの交互ゾ
ーンを有しているバイナリＦＺＰに限定されることなく、ＦＺＰの分野で知られているよ
うに、その他の透過レベルおよび吸収／反射レベルを有しているＦＺＰも含む。さらに、
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本発明は、各ゾーンを通じて一貫した透過率を有するゾーン（すなわち、完全に実質的に
透明であるか、または、完全に実質的に不透明であるゾーン）を有しているＦＺＰに限定
されることなく、ゾーン毎に様々の透過レベルをもつゾーンを有しているＦＺＰも含む。
その上、本発明は、完全な円形リングのパターンだけに限定されることなく、軸外ＦＺＰ
のような部分リングのパターンも含む。さらに、本発明は、参照によって本明細書に組み
込まれている、Ｋｉｐｐ　ｅｔ．ａｌ．，“Ｓｈａｒｐｅｒ　ｉｍａｇｅｓ　ｂｙ　ｆｏ
ｃｕｓｉｎｇ　ｓｏｆｔ　ｘ－ｒａｙｓ　ｗｉｔｈ　ｐｈｏｔｏｎ　ｓｉｅｖｅｓ”，Ｎ
ａｔｕｒｅ，ｖｏｌ．４１４，８　Ｎｏｖｅｍｂｅｒ　２００１，ｐｐ．１８４－１８８
に記載されているようなフォトンシーブでＦＺＰを置き換えることも含んでいる。
【０１４５】
　図８Ａ－８Ｃは、シヌソイドＦＺＰ８００、８０２および８０４の実施例を示している
。シヌソイドＦＺＰでは、透過率は、ＦＺＰの中心から放射状である直線に沿って、実質
的に透過性であるゾーン内の最大透過率の点と、実質的に透過性のより低いゾーン内の最
小透過率の点との間で正弦波的に変化する。さらに、ＦＺＰ８００、８０２および８０４
は、それぞれが異なる位相を有している。
【０１４６】
　図９Ａ－９Ｃは、ＦＺＰ８００、８０２および８０４のそれぞれのフーリエ変換である
フーリエ変換型ＦＺＰパターン（ＦＴ－ＦＺＰ）９００、９０２および９０４の実施例を
示している。ＦＴ－ＦＺＰパターンはＦＺＰ同心パターンを有することもある点に留意さ
れたい。しかし、図８Ａ－ＣにおけるＦＺＰは、半径座標全体に亘って一様な振幅を有し
ている、半径座標に対する強度分布を有する画像を生成し、一方、図９Ａ－ＣにおけるＦ
Ｔ－ＦＺＰは、リングパターン内のリングの中心に強度のピークをもち、すべての他の場
所で強度が低下している釣鐘曲線に類似した、半径座標に対する強度分布を有している。
フレネルゾーンパターンのフーリエ変換は上記の式４に従うマスク関数を生成するため使
用されることがある。
【０１４７】
　さらに、式４のＨ（ｕ，ｖ）は、二次位相関数によって乗じられた式３からのｈ（ｘ，
ｙ，０）のフーリエ変換によって得られることがある。ＦＺＰは引数に反対符号をもつ２
個の二次位相関数の和でもよく、二次位相関数のフーリエ変換もまた二次位相関数である
ことに留意されたい。したがって、ｈ（ｘ，ｙ，０）の各二次位相は、二次位相関数によ
って乗じられ、次に、別の二次位相関数にフーリエ変換される。Ｈ（ｕ，ｖ）が２個の二
次位相関数の和であることが最終結果である。Ｈ（ｕ，ｖ）は、絶対値が等しく、反対符
号を有する引数をもつ２個の二次位相関数の和であることを確実にするため、ｈ（ｘ，ｙ
，０）を注意深く選択することが可能である。その場合、ｈ（ｘ，ｙ，０）はディスク形
状を有するので、二次位相関数の和は釣鐘曲線をもつＦＺＰである。特に、ディスク関数
は、いわゆるメキシカンハット関数に変換され、メキシカンハット関数は、式４に示され
ているように、無限ＦＺＰとコンボリューションされる。このコンボリューションは、半
径値が増加すると共にＦＺＰの振幅を徐々に減少させるので、釣鐘曲線形状を作り出す。
フーリエ変換の特徴によれば、ｈ（ｘ，ｙ，０）上の限定されたエリアは、式４において
Ｐ（ｕ，ｖ）によって示されている幅の狭い関数とＨ（ｕ，ｖ）とのコンボリューション
を生じさせる。このコンボリューションはＨ（ｕ，ｖ）の包絡線の釣鐘のような形状の原
因である。
【０１４８】
　図１０Ａは、それぞれが式４Ｂに従う３個のマスク関数の線形結合であり、かつ、図１
０Ｃにおける３個のＦＺＰのフーリエ変換に対応している、式５による複素透過関数の振
幅部である。
【０１４９】
　図１０Ｂは、式４によるマスク関数の線形結合であり、かつ、図１０Ｃにおける３個の
ＦＺＰのフーリエ変換に対応している、式５による複素透過関数の位相部である。
【０１５０】
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　式５の複素透過関数と、図１０Ａおよび１０Ｂに示されている実施例とは、上述されて
いるように、一つのＤＯＥもしくはＳＬＭ、または、ＤＯＥおよび／またはＳＬＭの組み
合わせを使用して実施されることがある。
【０１５１】
　ＦＴ－ＦＺＰは、（たとえば、図９Ａ－Ｃに示されているような）実数関数だけの振幅
である可能性があるが、ＦＴ－ＦＺＰの線形結合は、（たとえば、図１０Ａ－Ｂに示され
ているように）振幅と位相のパターンであることに留意されたい。このことは、ｈ（ｘ，
ｙ，０）の注意深い選択によって可能である。ｈ（ｘ，ｙ，０）が２個の特定の二次位相
関数であるように選択され、レンズの二次位相関数によって乗じられ、結果として生じる
積のフーリエ変換を実行するとき、得られる結果は、絶対値が等しいが、反対符号を有す
る引数をもつ２個の二次位相関数である。その場合、和は純粋に実数関数である。一方、
この特性は、３個のＦＺＰをまとめる結合がｈ（ｘ，ｙ，０）≠ｈ（－ｘ，－ｙ，０）で
あるという意味で対称性がないので、図１０Ａ－Ｂに示されたＨ（ｕ，ｖ）の場合には起
こらない。さらに、非対称関数のフーリエ変換は純粋に実数であり得ないことが周知であ
る。
【０１５２】
　図１０Ｃは、上述されているように図１０Ａおよび１０Ｂに示されたマスクパターンを
生成するプロセス中に、点物体が入力に存在するときに、ＣＣＤ上に生成されたパターン
の実施例である。
【０１５３】
　図１１Ａは、光強度捕捉装置１１０２および捕捉制御ユニット１１０４を含む像捕捉組
立体１１００のブロック図である。本実施形態の光強度捕捉装置１１０２は、デジタルカ
メラで使用されている電荷結合素子（ＣＣＤ）のような従来の光捕捉装置であり、捕捉制
御ユニット１１０４の制御下で光強度情報の２次元アレイ（すなわち、受光の像）を捕捉
するように構成されている。本発明はＣＣＤだけに限定されることなく、写真フィルムも
しくは透明フィルム、Ｘ線検出器、その他の電磁放射線検出器、ＣＭＯＳ素子、ダイオー
ドアレイ、または、光検出器などのような光強度を捕捉するその他の装置を含むこともあ
る。
【０１５４】
　捕捉制御ユニット１１０４は、光強度捕捉装置１１０２の光捕捉機能を制御し、光強度
捕捉装置１１０２から電子画像データ情報を取り出すように構成されている。たとえば、
本実施形態では、光強度捕捉装置は、従来の手段に従ってＣＣＤイメージアレイから電子
画像データを取り出すように構成されている捕捉制御ユニット１１０４に接続されたＣＣ
Ｄを含む。代替的に、たとえば、光強度捕捉装置が写真フィルムを含んでいるならば、像
捕捉制御ユニットは、写真フィルムから捕捉された像を走査するように構成され、それに
よって、電子画像データを取り出す従来の像走査機能を含むことがある。本発明は、当業
者に知られている、電子画像データを捕捉するその他の従来の方法も含む。
【０１５５】
　捕捉制御ユニット１１０４は、ＣＣＤ１１０２の機能を制御し、ＣＣＤ１１０２上の像
を捕捉する側面を制御するためにシャッターおよび／または制御可能な絞り（図示されず
）のような従来の写真機械的組立体を含み、制御することもある。代替的に、像捕捉分野
の当業者は、捕捉制御ユニット１１０４によって制御されるこのような機械的組立体は、
物体と像捕捉組立体との間で、または、光源と像捕捉組立体との間で光路に沿って都合の
よい場所に配置されてもよいことを理解するであろう。
【０１５６】
　本実施形態によれば、光は、像捕捉空間内で点（ｘ１，ｙ１）、（ｘ２，ｙ２）および
（ｘ３，ｙ３）にそれぞれ中心が置かれているディスク関数ｐ１（ｘ，ｙ）、ｐ２（ｘ，
ｙ）およびｐ３（ｘ，ｙ）を有するＰＳＦ　ｈｎ（式３）を含むマスク３０４内のパター
ンによって広げられる。よって、像捕捉装置は、マスク３０４によって生成された３個の
別個の部分像を受けるために、図１１Ａにおける光強度捕捉装置１１０２のような単一の
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光強度捕捉装置内に３個の別個の領域を含むように構成されることがある。さらに、像捕
捉装置は、マスク３０４によって生成された３個の別個の部分像を受けるために、図１１
Ｂに示された像捕捉組立体１１１２の実施形態における光強度捕捉装置１１０６、１１０
８および１１１０のような３個の別個の光強度捕捉装置を含むことがある。
【０１５７】
　図１２Ａは、３個の別個の領域１２０４、１２０６および１２０８を有する電荷結合素
子１２０２を含む光強度捕捉装置１２００の実施例の図である。各領域１２１０、１２１
２および１２１４の中心位置はそれぞれに光学組立体１１０によって生成された３個の部
分像の１つずつの中心に対応している。特に、点１２１０、１２１２および１２１４の座
標は、式３から、それぞれ、（ｘ１，ｙ１）、（ｘ２，ｙ２）および（ｘ３，ｙ３）に対
応する。
【０１５８】
　図１２Ｂは、光学組立体１１０によって生成された３個の部分像１２１６、１２１８お
よび１２２０を含む、像捕捉組立体１２０によって捕捉された式１Ａによる２次元強度像
の実施例である。このような２次元強度像は、後述されるように、像捕捉組立体１２０に
よって物体の３次元像に変換される。
【０１５９】
　図１３Ａ－１３Ｃは、別個の各領域が中心１３００を含む、光強度捕捉装置の別個の領
域が配置されうる方法のその他の実施例を示している。当業者は、光強度捕捉装置が都合
のよい方法で３個以上のゾーンに分割されてもよいことを理解するであろう。たとえば、
光強度捕捉装置がランダムにアドレス指定可能なＣＣＤを含むならば、ゾーンの境界は都
合のよいアドレス領域に沿って配置されることがある。代替的に、光強度捕捉装置が写真
フィルムを含むならば、ゾーンの境界はフィルムの寸法および縦横比に都合のよい幾何形
状に従って配置されることがある。
【０１６０】
　上記の式１Ａによれば、像捕捉組立体１２０は、ｏ（ｘ，ｙ）によって与えられる光強
度分布を有している光を受け、捕捉する。捕捉像から物体幾何情報を抽出するため、像捕
捉組立体は式１Ａに従って捕捉像（すなわち、強度関数ｏ（ｘ，ｙ））に作用する。よっ
て、物体の物体幾何情報ｓ（ｘ’，ｙ’，ｚ’）は以下の式：
【数９】

によって与えられ、式中、ＯＦ（ｘ，ｙ）は部分画像の強度分布の線形結合であり、次の
通りである。
【数１０】

幾何情報の抽出は、たとえば、参照によって本明細書に組み込まれている、Ｉ．Ｙａｍａ
ｇｕｃｈｉ，ａｎｄ　Ｔ．Ｚｈａｎｇ，“Ｐｈａｓｅ－ｓｈｉｆｔｉｎｇ　ｄｉｇｉｔａ
ｌ　ｈｏｌｏｇｒａｐｈｙ”，Ｏｐｔ．Ｌｅｔｔ．２２，１２６８－１２６９（１９９７
）に記載されているように、デジタルホログラフィーの分野からの方法を使用して実行さ
れることがある。
【０１６１】
　その上、捕捉制御ユニット１１０４は、式８に従って３個の部分像の１つずつの電子デ
ータを結合する機能と、式７に従って物体幾何情報を抽出する機能と、最終的に得られた
物体幾何情報を所望のフォーマットで供給する機能とを含むことがある。代替的に、これ
らの機能は、像捕捉組立体から像データを受けるように構成されている汎用コンピュータ
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において実行されることがある。
【０１６２】
　物体幾何情報は、（たとえば、物体のコンピュータモデルを作成するために）物理モデ
リングのようなアプリケーション、または、（たとえば、物体の物理的な３次元コピーを
作成するために）３次元製造アプリケーションで用いるため適した表面データとして抽出
されることがある。その上、物体幾何情報は、たとえば、３次元物体の２次元表現（たと
えば、等角投影のような２次元投影、または、３次元物体をより良く図解するため１本以
上の軸の周りに物体を回転させるためにアニメーションされることがある３次元物体の２
次元表現）を使用して、または、３次元物体の直接的な３次元表現（たとえば、ホログラ
フィック表示または投影）を使用して、グラフィカルに表示されることがある。
【０１６３】
　図１４は、物体幾何情報を生成するために式７に従って電子画像データを結合する画像
データプロセッサ１４０２と、物体幾何情報を出力する物体データ出力装置１４０４とを
含む捕捉制御ユニット１４００の実施例のブロック図である。画像データプロセッサ１４
０２は、従来のプロセッサおよび従来のデータ処理ソフトウェアを使用して実施されても
よい。物体データ出力装置１４０４は、視覚ホログラフィックディスプレイ、仮想現実環
境ディスプレイ、３次元物体製造装置（たとえば、レーザー焼結製造装置、デジタル制御
旋盤など）、シミュレーションモデル、運動中の３次元物体の２次元アニメーションなど
のような、３次元物体幾何データを利用するように構成されている任意の台数の従来型装
置を含むことがある。本発明は、別個の装置において画像データ処理機能を柔軟に実行す
るため、画像データプロセッサ１４０２および物体データ出力１４０４を置換しうるコン
ピュータのような外部制御装置へのインターフェイスを含むように構成されている捕捉制
御ユニット（図示せず）をさらに含む。
【０１６４】
　上述された実施形態では、３種類の透過関数（たとえば、式（４Ｂまたは４Ａ）の関数
Ｈ１、Ｈ２およびＨ３）を有する３種類のマスクパターンが単一のマスク内で結合され、
マスクパターンから得られる３個の部分像が同時に捕捉され、３個の部分像が幾何物体情
報を取得するために結合される。しかし、図１１Ａの像捕捉組立体が使用されるならば、
結果として得られる捕捉像の解像度は、３個の部分像が単一の光強度捕捉装置上で捕捉さ
れるように３個の各像が同じ解像度であるように、画素アレイサイズが３倍に増加されな
いならば、低下することがある。代替的に、図１１Ｂの像捕捉組立体が使用されるならば
、または、３倍の面積をもつ単一のセンサが使用されるならば、結果として生じる捕捉装
置のコストは、２台の付加的な光強度捕捉装置またはより大型フォーマットのセンサのコ
ストによって増加する。
【０１６５】
　経時的にマスクを変化させる別の実施形態は、前述の実施形態の解像度低下またはコス
ト増加をもたらす可能性はない。特に、本実施形態では、マスクは経時的に変えられ、経
時的に変化する３種類の部分像を生じる。３種類の部分像は、経時的に像を捕捉するよう
に構成されている像捕捉組立体によって捕捉され、３個の部分像が物体の幾何情報を抽出
するために結合されることがある。
【０１６６】
　図１５は経時的にマスクを変化させる光学装置１５００の実施形態のブロック図である
。光学装置１５００は図４における光学装置４００の実施形態に類似しているが、光学装
置１５００は、タイミングコントローラ１５０８によって制御される制御可能な非コヒー
レント相関器１５０２および制御可能な像捕捉組立体１５０６を含み、光学装置１５００
は、異なる時点に捕捉された少なくとも３種類の像を使用して物体１３０の３次元情報ま
たは幾何情報を捕捉するように構成されている。
【０１６７】
　制御可能な非コヒーレント相関器１５０２は図４に示された実施形態の非コヒーレント
相関器３００に類似している。しかし、制御可能な非コヒーレント相関器１５０２は、物
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体から受けられた光の振幅および位相を制御可能に変換するため、タイミングコントロー
ラによって制御されることがあるマスクを有している制御可能なマスク１５０４を含む。
図６Ｆおよび６Ｇに記載されているように、１台以上の空間光変調器（ＳＬＭ）がこのよ
うな制御可能な非コヒーレント相関器において使用されることがある。
【０１６８】
　さらに、制御可能な像捕捉組立体１５０６は図４に示されている実施形態における像捕
捉組立体１２０に類似している。しかし、制御可能な像捕捉組立体１５０６は、タイミン
グコントローラ１５０８によって電子画像データを捕捉し取り出すため制御されるように
さらに構成されている。
【０１６９】
　図１６はマスクコントローラ１６０２の制御下にある空間光変調器１６００を含む制御
可能なマスク１５０４のブロック図である。マスクコントローラ１６０２は、タイミング
コントローラ１５０８によって同期されるように時点ｔ１、ｔ２およびｔ３において式４
Ｂの複素変換関数Ｈ１、Ｈ２およびＨ３に従って光を変換するためマスクコントローラ１
６０２を制御する。代替的な実施形態では、マスクコントローラ１６０２は取り除かれて
もよく、空間光変調器１６００は、タイミングコントローラ１５０８によって直接的に制
御されるか、または、図示されない別の外部装置（たとえば、外部コンピュータ作動型コ
ントローラ）によって制御されることがある。同様にタイミングコントローラ１５０８の
制御下にある像捕捉組立体１５０６は、前述されているように、時点ｔ１、ｔ２およびｔ

３に３個の部分像を捕捉し、物体１３０の幾何情報を取得するために部分像を結合する。
【０１７０】
　図１７はマスクが経時的に変化する光学装置の別の実施形態のブロック図である。本実
施形態では、マスクコントローラ１７００はマルチマスク１７１２の機械的位置を制御す
る。マルチマスク１７１２は、式４Ｂに従うマスクＨ１、Ｈ２およびＨ３に対応する３個
のマスク１７０２、１７０８および１７１０を含む。マスクコントローラは、タイミング
コントローラ１５０８の制御下で、時点ｔ１、ｔ２およびｔ３に光学変換組立体３０２と
３０６との間に対応するマスクを設置するために方向１７０４にマルチマスク１７１２を
移動させる。同様にタイミングコントローラ１５０８の制御下にある像捕捉組立体１５０
６は、前述されているように、物体１３０の幾何物体情報を取得するために時点ｔ１、ｔ

２およびｔ３に３個の部分像を捕捉し部分像を結合する。マルチマスク１７１２は、図１
７に示されているように直線状に配置されたマスクを含むことがあり、または、放射状配
置もしくはその他の適当な配置に配置されたマスクを含むことがある。
【０１７１】
　３個の部分像は、異なるマスクを有し、それぞれが物体から受けた光の一部分を受ける
ように配置されている３種類の光学組立体を含む配置を使用して同時に生成され捕捉され
ることもある。
【０１７２】
　図１８は、１台ずつが部分的に透過性および反射性であるミラー１８０８、１８１０お
よび１８１２（たとえば、「部分的に銀メッキされた」ミラー）の配置によって物体から
の受光の一部分を受けるように構成されている光学組立体１８０２、１８０４および１８
０６を有する光学装置１８００の実施形態のブロック図である。図１１Ａおよび１１Ｂに
示された実施形態のような像捕捉組立体１２０は、上述されているように受けられた部分
像を捕捉し処理する。
【０１７３】
　本実施形態は透過性光学要素（たとえば、屈折レンズおよび透過マスク）だけを使用し
て説明されているが、当業者は、本発明が、１個以上の光学要素が必要に応じて対応する
反射性光学素子で置き換わることができる代替的な実施形態も含むことを理解するであろ
う。
【０１７４】
　図１９は図４に示されている光学装置４００に類似した光学装置１９００の実施形態で
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ある。しかし、光学装置１９００は、マスク３０４のようにマスクされていない光を透過
するのではなく、マスクされていない光を反射するように構成されている反射マスク１９
０２を含む。ビームスプリッター１９０４は、マスク１９０２によって反射された光を第
２の変換光学組立体３０６へ向け直す。
【０１７５】
　図２０Ａおよび２０Ｂは、それぞれ、第１の変換光学組立体が反射光学組立体を使用し
て実施されている光学装置２０００および２００８の実施形態のブロック図である。図２
０Ａにおいて、ビームスプリッター２００４は、物体１３０から受けた光を反射光学組立
体２００２へ向け、反射光学組立体は受光を変換し、変換された光をマスク３０４および
第２の変換光学組立体３０６へ反射する。本実施形態では、第２の変換光学組立体から透
過した光はミラー２００６によって像捕捉組立体１２０へ反射される。
【０１７６】
　同様に、図２０Ｂでは、反射光学組立体２０１０は物体１３０から光を受け、受光を変
換し、変換された光をビームスプリッター２０１２へ反射し、ビームスプリッターが変換
された光をマスク３０４へ向け、以下同様である。
【０１７７】
　光を都合良く向けるミラーまたはビームスプリッターのその他の配置もまた本発明に含
まれている。
【０１７８】
　上述の光学装置の実施形態では、物体から受けた電磁放射線が広帯域幅を含むとき、像
捕捉組立体において周波数情報を捕捉することが可能である。よって、像捕捉組立体は物
体の部分毎に対応する１つまたは複数の電磁放射線周波数を決定することが可能である。
たとえば、白色光が物体から光学組立体で受けられるとき、像捕捉組立体は像捕捉組立体
によって捕捉された像から物体の各部分の色を決定することがある。
【０１７９】
　その上、受光の帯域幅を低下させることにより、捕捉された３次元情報の解像度を増加
させ得ることがある。たとえば、捕捉された３次元情報の解像度は、受光の帯域幅を赤色
に近い光の周波数に制限することによって増加されることがある。このような解像度の増
加は、当業者によって知られている方法を使用して、従来のフィルタを使用して帯域幅を
低下させるために光学組立体において受光または透過光をフィルタ処理することにより、
または、帯域幅が低下した光源で物体を照射することにより実現されることがある。
【０１８０】
　しかし、低下した光帯域幅を使用して捕捉された像は、受光の種々の色に関して十分な
レベルの情報を含まないことがあるので、像捕捉組立体が十分に高レベルの正確さで物体
の色を決定することを可能にさせないことがある。したがって、本発明のその他の実施形
態は複数のチャンネルを含むことができ、各チャンネルが光を受け、電磁スペクトルの異
なる部分内の像を捕捉し、その後、物体に関する全スペクトル３次元情報を生成するため
別々に捕捉された像を結合するように構成されている。
【０１８１】
　図２１Ａは物体１３０から光を受ける光学装置２１００のブロック図である。受光は、
光分割装置２１０２、２１０４および２１０６によってそれぞれ３個の光部分２１０３、
２１０５および２１０７に分割される。３個の光部分２１０３、２１０５および２１０７
は、それぞれが、受光の帯域幅の一部を含む。たとえば、光部分２１０３は赤色に近接し
た光周波数だけを含み、光部分２１０５は緑色に近接した光周波数だけを含み、光部分２
１０７は青色に近接した光周波数だけを含むことがある。光分割装置２１０２、２１０４
および２１０６は、当業者に知られているダイクロイックミラー、カラーフィルタ、ミラ
ーまたはその他の部分透過性周波数フィルタリング装置の組み合わせを含むことがある。
【０１８２】
　光部分２１０３、２１０５および２１０７は、上述されているようにそれぞれが受光を
変換するように構成されることがある光学組立体２１０８、２１１０および２１１２によ
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ってそれぞれ受けられる。すなわち、光学組立体２１０８、２１１０および２１１２の１
台ずつは、上述されているように、（たとえば、３個の部分マスクパターンまたは時間的
に変化するパターンを使用して）受光の光部分を変換し、変換された光を、３個の部分マ
スクパターンの１つずつのための別個の光捕捉組立体を含む像捕捉組立体１１１２、また
は、経時的に様々な像、もしくは、組立体の様々な領域の範囲内の様々な部分像を捕捉す
るように構成されている単一の光捕捉組立体を含む像捕捉組立体１１００（図示せず）へ
透過させることがある。
【０１８３】
　その上、光学装置２１００は、像捕捉組立体１１００で捕捉された像を表現する像デー
タを受け、物体に関する結合された広帯域３次元情報を生成するために像データを結合す
るように構成されている像結合装置２１１３を含む。たとえば、光学装置２１００は、上
述された実施形態より高い解像度をもつフルカラー３次元情報を捕捉することが可能であ
る。
【０１８４】
　図２１Ｂは、物体１３０から光を受け、受光を光分割装置２１１４、２１１６および２
１１８によってそれぞれ３個の光部分２１１５、２１１７および２１１９に分離する光学
装置２１２６のブロック図である。３個の光部分２１１５、２１１７および２１１９は、
それぞれが、受光の全帯域幅を含む。たとえば、受光が白色光を含むならば、３個の光部
分２１１５、２１１７および２１１９の１つずつが白色光も含む。光分割装置２１１４、
２１１６および２１１８は、当業者に知られているポリクロマティックミラー、ビームス
プリッター、または、広帯域透過装置の任意の組み合わせを含むことがある。
【０１８５】
　光部分２１１５、２１１７および２１１９は、光学組立体２１２０、２１２２および２
１２４によってそれぞれ受けられ、各光学組立体は上述されているように受光を変換する
ように構成されている。すなわち、光学組立体２１２０、２１２２および２１２４の１つ
ずつは、上述されているように、（たとえば、３個の部分マスクパターンまたは時間的に
変化するパターンを使用して）受光の光部分を変換することがある。
【０１８６】
　さらに、光学組立体２１２０、２１２２および２１２４の１つずつは、ある種の受光周
波数を選択的に除去するように構成されることがある。たとえば、光学組立体は、ある種
の光の色を除去するために従来のカラーフィルタ（図示せず）を含むことがある。さらに
、各光学組立体内のマスクは、図６Ａに関して上述されているように、受光周波数の所定
の減衰がある光変換領域を含むことがある。すなわち、各変換領域６１４は、受光スペク
トルの様々な周波数に様々な量の振幅低下を加えるように構成されることがある。
【０１８７】
　光学組立体２１２０、２１２２および２１２４の１つずつは、受光の変換された部分を
、３個の部分マスクパターン毎に別個の光捕捉組立体または組立体の領域を含む像捕捉組
立体１１１２へ透過させるか、または、経時的に様々な像、もしくは、光捕捉組立体の様
々な領域の範囲内の様々な部分像を捕捉するように構成されている単一の光捕捉組立体を
含む像捕捉組立体１１００（図示せず）へ透過させる。
【０１８８】
　図２１Ａおよび２１Ｂの実施形態は３個の部分に分離された受光を含むが、光がその他
の個数の部分に分離されるその他の実施形態もまた含まれる。
【０１８９】
　非コヒーレント相関器は、上述のレンズ／マスク／レンズ配置以外の代替的な光学装置
で同等に実施されることがある。たとえば、レンズに周知の薄レンズ近似を適用すること
により、非コヒーレント相関器は、単一の光学変換要素および単一のマスクで実施され、
マスクまたは光学変換要素のいずれかが物体から最初に光を受けるために配置されること
がある。その上、光学組立体１１０は、単一の回折光学要素を使用して実施されることが
ある。上述の式１－５は、したがって、単一の変換光学組立体およびマスクを有する実施
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形態と、単一の回折光学要素だけを使用して実施された光学組立体を有する実施形態とに
も当てはまる。
【０１９０】
　図２２Ａは、図４に示されている光学装置４００に類似している光学装置２２００の実
施例のブロック図である。しかし、光学装置２２００は、第２の変換光学要素を必要とし
ない。その代わりに、光は、受光を変換し、変換された光を透過する光学変換要素２２０
２によって物体１３０から受けられる。変換された光は、変換された光の一部分を選択的
に透過するマスク２２０４によって受けられる。像捕捉組立体１２０は、上述されている
ように、選択的に透過した光の像を受け捕捉し、捕捉された像から物体１３０に関する幾
何情報を取得する。
【０１９１】
　図２２Ｂは、図４に示された光学装置４００に類似している光学装置２２０６の実施例
を示している。しかし、光学装置２２０６は第１の変換光学要素を必要としない。その代
わりに、光は、受光の一部分を選択的に透過するマスク２２０８によって物体１３０から
受けられる。第２の光学変換要素２２１０は選択的に透過した光を受け、受光を変換し、
変換された光を透過させる。像捕捉組立体１２０は、上述されているように、変換された
光の像を受け捕捉し、捕捉された像から物体１３０に関する幾何情報を取得する。
【０１９２】
　従来の非コヒーレント相関器構造体を有している光学組立体を製造するために比較的高
いコストが生じることがある。本発明の代替的な実施形態では、光学組立体は、非コヒー
レント相関器の代わりに、単一の回折光学要素（ＤＯＥ）を使用して実施されることがあ
る。
【０１９３】
　単一のＤＯＥは、上述された非コヒーレント相関器（たとえば、図４に示された実施形
態では、第１および第２の変換光学組立体３０２／３０６とマスク３０４とを含む非コヒ
ーレント相関器３００）を置換することがある。非コヒーレント相関器と等価的であるＤ
ＯＥは、第１の変換光学組立体および第２の変換光学組立体のマスクフィルタ関数と透過
関数の積ＨＤＯＥであり、

【数１１】

として定義され、式中、ｆはＤＯＥに含まれている第１および第２の変換光学組立体の焦
点距離であり、ｈ（ｘ，ｙ，０）は上述の式３において与えられ、その他のパラメータは
式４に関して記載されている通りである。
【０１９４】
　さらに、レンズの焦点距離は一致することが要求されない。焦点距離が異なるとき、Ｈ

ＤＯＥは、

【数１２】

として定義される。式９Ａおよび９Ｂは文字通りのＰ関数の項を含んでいないが、ｐ０（
ｘ，ｙ）はｈ（ｘ，ｙ，０）の一部分であり、式９Ａおよび９Ｂにおける積分が解かれた
とき、Ｐ（ｕ，ｖ）とのコンボリューションが実現されることに留意されたい。
【０１９５】
　図２２Ｃは、図４に示されている光学装置４００に類似した光学装置２２１２の実施例
のブロック図である。しかし、光学装置２２１２は第１および第２の変換光学要素を必要
としない。その代わりに、光は、受光の複素変換に基づいて光を透過するマスク２２１４
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によって物体１３０から受けられる。マスク２２１４は、上述されているように、単一の
回折光学要素だけを使用して実施されることがある。像捕捉組立体１２０は、上述されて
いるように、変換された光の像を受け捕捉し、捕捉された像から物体１３０に関する幾何
情報を取得する。
【０１９６】
　図２３は、光学要素１１０が、たとえば、図５Ｆおよび５Ｇに示されている回折光学要
素のような反射型回折光学要素を含む、光学装置１００の実施形態のブロック図である。
本実施形態では、光学装置１００は受光軸２３０４に沿って物体１３０から光を受ける。
光学装置１００は、光軸２３０２に沿って送り返される透過光を生成するために受光を変
換し反射する。透過光はビームスプリッター２３００によって、光学装置の捕捉光軸２３
０２に沿って位置している像捕捉組立体１２０へ反射される。本実施形態では、捕捉光軸
２３０２は受光軸２３０４から約９０度の角度で配置されている。しかし、受光軸と捕捉
光軸との間のその他の角度も本発明に包含されている。
【０１９７】
　２本の光軸だけを用いるので、本実施形態は、光学組立体１００のサイズを縮小するこ
とができ、その上、従来のホログラフィーシステムより軸変動に対する感度が低い点で有
利である。
【０１９８】
　対物レンズ、ズームレンズ、マクロレンズ、顕微鏡、望遠鏡、プリズム、フィルタ、モ
ノクロフィルタ、ダイクロイックフィルタ、複合対物レンズ、広角レンズ、カメラ、ピン
ホール、光スリット、ミラー、または、その他の光学組立体のような対物側光学組立体が
、物体からの光を、光が光学組立体で受けられる前に、視準、集光、反転、または、修正
するために光学組立体と物体との間に設置されることがある。このような配置は、対物側
光学組立体を包含することなしに光を受けることが不可能であるか、または、実際的でな
いときに、物体または物体の一部分からの光が受けられることを可能にする点で有利であ
ることがある。
【０１９９】
　さらに、対物側光学組立体は、参照によって本明細書に組み込まれている、Ｇｏｏｄｍ
ａｎ，“Ｉｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎ　ｔｏ　Ｆｏｕｒｉｅｒ　Ｏｐｔｉｃｓ”，３ｒｄ　
Ｅｄ．，Ｒｏｂｅｒｔｓ　＆　Ｃｏｍｐａｎｙ　Ｐｕｂｌｉｓｈｅｒｓ，２００５，ｐ．
２１２に記載されているように、光学装置１００によって引き起こされることがある不利
な波長散乱効果を少なくとも部分的に打ち消すように構成された、屈折光学要素または回
折光学要素を含むことがある。
【０２００】
　図２４Ａは、図１における実施形態の特徴と、物体から光を受け、受光を光学組立体１
１０へ透過させる対物側光学組立体２４００とを含む代替的な実施形態を示している。本
実施形態における対物側光学組立体２４００は、像平面２４０２に中心が置かれている物
体１３０の拡大像を生成する拡大屈折対物レンズを含む。よって、本実施形態は、物体の
拡大部分に関するより詳細な幾何情報を捕捉することがある。
【０２０１】
　本発明は、本明細書中では既存のデジタル光センサ（たとえば、ＣＭＯＳ素子またはＣ
ＣＤ）または感光捕捉媒体（たとえば、フィルムおよびフィルム搬送メカニズム）が取り
除かれているカメラ、または、本発明による装置がカメラの残りの光学コンポーネントお
よび機械コンポーネントと共に使用されることを可能にするためカメラの像平面から遠ざ
けられているカメラであると理解される既存のセンサなしカメラと共に動作することもあ
る。たとえば、既存の３５ｍｍフィルムカメラのフィルム、フィルム搬送メカニズム、お
よび、裏カバーは、取り除かれ、本発明による光学組立体および像捕捉装置で置換され、
それによって、既存のカメラが３次元情報を捕捉できるようにされることがある。このよ
うな配置は、本発明が既存のカメラの既存の写真レンズ、シャッターシステム、および、
絞り制御システムを便利に利用し、協働できるようにさせる点で有利である。



(33) JP 2014-197002 A 2014.10.16

10

20

30

40

50

【０２０２】
　図２４Ｂは、図１に示された光学装置１００に類似した機構を含む光学装置２４０４の
実施形態の実施例を示している。その上、光学装置２４０４は、光軸１４０に沿って物体
１３０から光を受け、像平面２４０８に中心が置かれた物体の像を生成するために、従来
のカメラ特徴（たとえば、既存のカメラのレンズ、すりガラス合焦スクリーン、シャッタ
ーおよび絞り）を使用して光を操作する、既存のセンサなしカメラ２４０６と共に動作す
るように構成されている。光学装置２４０４は、（たとえば、カメラの交換式「３Ｄバッ
ク」として）既存のセンサなしカメラ２４０６の光学系によって生成された像平面の近く
で光学装置２４０４を既存のセンサなしカメラ２４０６の一部分に連結するため適してい
る機械的装着機構および電気的装着機構を有する筐体を含む。光学組立体１１０は、上述
されているように、像平面２４０８で物体の像から光を受け、変換された光を透過させ、
変換された光は、像捕捉組立体１２０によって物体の３次元情報を抽出するために受けら
れ、捕捉され、処理される。
【０２０３】
　本発明は、既存のカメラと共に動作することもある。特に、本明細書に記載されている
実施形態における光学組立体は、観察された物体のフレネルホログラムまたは部分フレネ
ルホログラムで従来のカメラの像平面を照明するために従来のデジタルカメラまたはフィ
ルムカメラと使用されることがある。従来のカメラは、対応する従来の手段（たとえば、
感光フィルムまたはデジタルセンサ）を使用してホログラム縞パターンの像を捕捉するた
めに使用されることがあり、縞パターンに対応する像データは汎用コンピュータを使用し
て物体の３次元データに変換されることがある。
【０２０４】
　本発明は、１つずつがＦＺＰのフーリエ変換を有する３個の透過関数の線形結合に基づ
く透過関数を含む単一のＤＯＥに限定されない。一方、本発明は、結合される３個の部分
像を生成する３個のＤＯＥの１つずつで物体から光の一部分を受けることをさらに含む。
【０２０５】
　図２５は、物体１３０から受けた光をそれぞれ、１個ずつがＦＺＰのフーリエ変換を含
む変換関数を実行する３個の回折光学要素２５０２、２５０４および２５０６の１つずつ
に向ける複数の部分反射および透過ミラー１８０８、１８１０および１８１２を含む光学
装置２５００の実施形態のブロック図である。像捕捉組立体２５０８は、上述されている
方法と同様に、回折光学要素によって透過された光の像から３次元情報を抽出する。
【０２０６】
　その上、光学組立体１１０の代替的な実施形態は、図６Ｆに示されているような単一の
ＳＬＭ、または、図６Ｇに示されているような１個以上のＳＬＭにより構成されることが
ある。
【０２０７】
　さらに、本発明は、結合される３個の部分ホログラム像を生成するために３個のマスク
パターンを使用することだけに限定されない。本発明は、３個のマスクの代わりに単一の
軸外ホログラムを採用する軸外ホログラフィック方法の使用をさらに含むことがある。
【０２０８】
　軸外ホログラムからの像の再構成中に、各項は異なる方向へ回折されるので、所望の角
度分離は、回折理論における角度分離が空間周波数分離に直接的に変換されるという事実
を巧く利用することにより、単一のホログラムからでも達成され得る。この特性は、関数
ｆとｇとの間でコンボリューションを実行するとき、関数ＦおよびＧを取得し、ＦとＧの
積を取得し、逆フーリエ変換によって積を逆変換するために、フーリエ変換によってｆお
よびｇを周波数域に変換することが等価であるというアイデアに基づいて活用されること
がある。よって、受光の空間周波数スペクトルをシフトさせる光学装置は、フレネルホロ
グラムを作成するため有利に使用されることがある。
【０２０９】
　点入力光源に応答して軸外フレネルゾーンパターン（ＯＡＦＺＰ）を生成する光学装置
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は、上記実施形態におけるＦＺＰではなく受光をコンボリューションするため使用可能で
あり、ＯＡＦＺＰに基づく組立体を使用するコンボリューションは、周波数域内の項の都
合のよい分離を可能にさせるであろう。
【０２１０】
　図２６はＯＡＦＺＰ２６００の実施例を示している。
【０２１１】
　軸外ＦＺＰを合成するために、上述された軸上ＦＺＰの式に直線位相項を導入し、以下
のＯＡＦＺＰ変換関数、
【数１３】

を生じる。
【０２１２】
　さらに、このようなＯＡＦＺＰ生成光学組立体を作成するためにマスクまたは空間光変
調器を使用することは不必要である。代替的に、少なくとも２枚のレンズの配置は、１枚
ずつが像平面の光軸から遠くへシフトされ、焦点が像平面から異なる距離にあるように配
置され、ＯＡＦＺＰを生成するため使用されることがある。
【０２１３】
　図２７は、レンズ２７１４および２７１６を有する複合マスク２７２０を含む光学装置
の一部分のブロック図である。光２７１８は、レンズ２７１４および２７１６によって受
けられ、焦点距離ｆ２７１２を有しているレンズ２７０２へ向けて屈折させられる。本実
施例では、レンズ２７１４および２７１６は異なる焦点距離を有するように構成されてい
る。レンズ２７１４および２７１６によってそれぞれに生成された球面波２７０６および
２７０４は互いに干渉し、像平面２７１０にＯＡＦＺＰ２７０８を生成する。
【０２１４】
　図２７の実施例は凸レンズおよび凹レンズを含むが、本発明は凸レンズおよび／または
凹レンズの組み合わせまたは順列を含む。さらに、レンズは、図２７に示されるように、
異なる焦点距離を有し、同じ平面に配置されてもよく、または、代替的に、レンズは同じ
もしくは異なる焦点距離を有し、異なる平面に配置されてもよい。
【０２１５】
　図２８Ａ－Ｄは、複合マスク２８００、２８０２、２８０４および２８０６の実施例を
示している。さらに、上述の複合マスクの実施例に示されているレンズは、１つまたは複
数の複合マスク平面の一部分だけを覆う円形レンズであるが、本発明は、１つまたは複数
の複合マスク平面の一部分または全体を覆う他の形状のレンズ（たとえば、円柱レンズ）
も含む。その上、本発明は、複合マスク内の一方または両方のレンズを対応する回折光学
要素またはＦＺＰで置き換えることを含む。
【０２１６】
　したがって、単一の軸外ＦＺＰを生成する複合マスクは、上述の光学装置のいずれでも
ＦＺＰのフーリエ変換に基づくマスクまたは回折光学要素を置き換えることがある。しか
し、周波数域の項のさらなる分離を実現するため、線のパターンが物体に投影されるか、
または、物体の像に線のパターンを追加するために適切な空間周波数を有する光学格子が
物体と像捕捉面との間に設置されることがある。
【０２１７】
　図２９は、物体１３０から光を受け、受光から物体１３０に関する３次元情報を抽出す
るように構成されている光学装置２９００の実施形態のブロック図である。光学装置２９
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００は、光軸１４０に沿って物体１３０から光を受ける対物光学組立体２９０２を含む。
対物光学組立体２９０２は、像平面２９０８で物体１３０の像を生成する。像平面２９０
８に位置している格子２９０４は、第１の変換レンズ３０２に伝搬する物体１３０の像に
線のパターンを追加する。さらに、光学装置２９００は、第１の変換レンズ３０２から受
けた光を変換し、変換された光を透過させる複合マスク２９１０を含む。第２の変換レン
ズ３０６は、変換された光を受け、さらに変換された光を透過させ、像捕捉組立体１２０
は、上述されているように、光の像を捕捉し、捕捉された像から３次元情報を抽出する。
【０２１８】
　図３０は、低透過率領域３００２および高透過率領域３０００を含む格子２９０４の実
施形態の詳細図である。低透過率領域３００２の幅３００６と、高透過率領域３０００の
幅３００４は、対照的な暗いエリアと明るいエリアとが像捕捉装置１２０で最終的に得ら
れる像内で観察できるように選択される。可変幅の高透過率領域および低透過率領域を含
む格子が使用されることもある。
【０２１９】
　上述されているように、線のパターンは、物体を照明する光、または、物体から受けた
光に加えられることもある。たとえば、物体を照明する光は物体上に陰影線を生成するよ
うに構成されているライン付き透明部を通過することがある。
【０２２０】
　図３１Ａは、物体１３０の３次元情報を取得するためにライン付き透明部３１０２と共
に使用されることがある光学装置３１００の実施形態のブロック図である。光源１５０か
らの光は、物体１３０上にライン付き照明を生じるためにライン付き透明部３１０２上の
線によって陰影付けられる。ライン付き照明は物体１３０から反射し、光学装置３１００
内の第１の変換レンズ３０２によって受けられる。さらに、光学装置３１００は、第１の
変換レンズ３０２から受けた光を変換し、変換された光を透過させる複合マスク２９１０
を含む。第２の変換レンズ３０６は、上述されているように、変換された光を受け、さら
に変換された光を透過させ、像捕捉組立体１２０は光の像を捕捉し、捕捉された像から３
次元情報を抽出する。
【０２２１】
　代替的に、格子２９０４を使用することは不必要である。その代わりに、物体から来る
光が２個のビームに分割されることがあり、各ビームは異なる軸外レンズによってフィル
タの異なる部分へ向かって運ばれる。フィルタと、フィルタの平面の向こうのシステムは
、図２７、２９および３１Ａに記載された前述の実施形態の対応する部分に類似している
。
【０２２２】
　図３１Ｂは、２枚の軸外レンズ２９０１および２９０３を含み、物体１３０の３次元情
報を取得するように構成されている光学装置３１００の実施形態のブロック図である。光
学装置３１００は、光軸１４０に沿って物体１３０から光を受ける対物光学組立体２９０
２を含む。ビームスプリッター２９０８およびミラー２９０９は、受光の一部分をそれぞ
れミラー２９０７および２９０５に透過させる。ミラー２９０５および２９０７から反射
された光は、それぞれ第１の変換レンズ２９０１および２９０３へ伝搬する。さらに、光
学装置３１００は、第１の変換レンズ２９０１および２９０３から受けた光を変換し、変
換された光を透過させる複合マスク２９１０を含む。第２の変換レンズ３０６は、上述さ
れているように、変換された光を受け、さらに変換された光を透過させ、像捕捉組立体１
２０は光の像を捕捉し、捕捉された像から３次元情報を抽出する。
【０２２３】
　当業者は、上述された光学装置が反射された太陽光だけを捕捉することに限定されるこ
となく、光を反射しないが、その代わりに、物体によって生成された蛍光、黒体放射線、
化学発光、もしくは、その他の光を放射する物体部分、または、太陽以外の光源からの光
を反射もしくは散乱させる物体の形状および距離も決定することがあることを理解するで
あろう。その上、本実施形態による光学装置は、物体の外部形状および距離だけを捕捉す
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ることに限定されることなく、物体の透明面または半透明面を通して内部部分からの光を
光学装置へ放射（すなわち、反射または蛍光発光）する物体の内部部分に関する情報を捕
捉することもある。
【０２２４】
　本発明は、直交座標系（たとえば、ｘ、ｙ、ｚ）を使用して物体に関する幾何情報を捕
捉することに限定されることもなく、３次元極座標系（たとえば、φ、θ、ｒ）、大域座
標系（たとえば、緯度、経度、標高）のような地球基準座標系、ＷＧＳ－８４のような楕
円地球モデル基準系を組み込む座標系、地球中心地球固定直交座標系（ＥＣＥＦ）（たと
えば、ｘ、ｙ、ｚ）、ユニバーサル横メルカトル（ＵＴＭ）、軍用グリッド基準系（ＭＧ
ＲＳ）、または、世界地理基準系（ＧＥＯＲＥＦ）などのような、物体の形状、サイズお
よび場所を完全に記述する他の座標系を使用して幾何情報を捕捉することも含む。さらに
、「垂直」、「水平」および「レンジ」のような直交タイプの測定用語が本明細書の全体
を通じて使用されているが、これら用語は、明瞭さおよび簡潔さのために本明細書におけ
る説明から省かれている、その他の基準系における対応する測定用語を含むことも意図さ
れている。
【０２２５】
　この装置の使用は３次元イメージングの分野に限定されることなく、たとえば、参照に
よって本明細書に組み込まれている、Ｙ．Ｌｉ　ａｎｄ　Ｊ．Ｒｏｓｅｎ，“Ｏｂｊｅｃ
ｔ　ｒｅｃｏｇｎｉｔｉｏｎ　ｕｓｉｎｇ　ｔｈｒｅｅ－ｄｉｍｅｎｓｉｏｎａｌ　ｏｐ
ｔｉｃａｌ　ｑｕａｓｉ－ｃｏｒｒｅｌａｔｉｏｎ”，ＪＯＳＡ　Ａ１９，１７５５－１
７６２（２００２）に記載されているような、３次元空間で実行されるパターン認識、目
標捕捉、および、物体識別などにおける使用も含む。
【０２２６】
　本発明の利点は、本発明なしでは不可能または非現実的であるが、本発明の実施形態を
３次元イメージング用途に適応させることである。たとえば、本発明は、３次元映画／ビ
デオ／テレビ画像を捕捉すること、移動中または静止したプラットフォームからの移動物
体または静止物体の３次元物体認識を実行すること（たとえば、軍事目的用途、ロボット
センシング用途、視力が不自由なユーザの自律支援など）、自律ナビゲーションおよび安
全機能（たとえば、道路上に留まり、移動物体および静止物体との衝突を回避するために
自動車を自動的に誘導すること）、気象センシング（たとえば、レーダー、可視光、また
は、赤外光および／または紫外光などを用いて検出された雲または気団に関する３次元情
報を捕捉すること）、セキュリティ機能（たとえば、室内で位置を監視し、物体を識別す
ること、建物内の人物の身元および位置を監視すること、３次元合成レーダーなど）、お
よび、仮想現実シミュレーションのための３次元環境マッピング（たとえば、仮想訪問の
ための観光目的地の３次元モデルを作成すること）、または直接的に観測することが困難
であるか不可能である環境の３次元モデル（たとえば、身体内部空洞、微視的環境、危険
環境、地球外環境、地下または海洋環境、遠隔環境など）に適用されることがある。
【０２２７】
　上述された実施例は、光学コンポーネントおよび可視光を取り扱うが、本発明は、物体
からその他の形式の電磁放射線を受け、Ｘ線放射線、マイクロ波放射線、無線周波数放射
線、紫外線および赤外線のような受けた電磁放射線に基づいて物体の３次元情報を決定す
ることにも適用される。たとえば、上述の発明の実施形態は、光学コンポーネント（たと
えば、レンズ、ミラー、回折光学要素、ＳＬＭ）を、当技術分野において既知であり、参
照によって本明細書に組み込まれているｉ）Ｔａｋａｍｉによる米国特許第６，３８５，
２９１号、ｉｉ）Ｐｅｒｅｉｒａ　ｅｔ．ａｌ．，“Ｌｉｔｈｉｕｍ　ｘ－ｒａｙ　ｒｅ
ｆｒａｃｔｉｖｅ　ｌｅｎｓｅｓ”，Ｐｒｏｃ．ＳＰＩＥ　４５０２，１７３（２００１
）、および、ｉｉｉ）Ｂｅｇｕｉｒｉｓｔａｉｎ　ｅｔ．ａｌ．，“Ｃｏｍｐｏｕｎｄ　
ｘ－ｒａｙ　ｒｅｆｒａｃｔｉｖｅ　ｌｅｎｓｅｓ　ｍａｄｅ　ｏｆ　ｐｏｌｙｉｍｉｄ
ｅ”，Ｐｒｏｃ．ＳＰＩＥ，ｖｏｌ．４１４４，ｐｐ．１５５－１６４に記載されている
ような、対応するＸ線コンポーネントで置き換えるように変更されることがある。
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　さらに、たとえば、本発明は、既存のＸ線イメージングシステム（たとえば、ＣＴスキ
ャナ）の代替品として適用できる。本アプローチは可動部品を必要としないので、本発明
の実施形態を使用して行われるＸ線イメージングは、より確実に、より高い解像度、より
高速、および、患者へのより少ない被爆で走査できる点で有利である。
【０２２９】
　上述された各実施形態は、物体から受けたＸ線放射線に基づいて３次元情報（すなわち
、３次元Ｘ線画像）を生成するために、光学要素を、当業者に知られている等価的なＸ線
要素で置き換えるように変更されることがある。たとえば、本発明は、既存の電子顕微鏡
テクノロジーの代わりとして適用されることがある。
【０２３０】
　さらに、本発明は、音波のようなその他の形式の伝搬エネルギー波にも適用され、パッ
シブソナーまたはアクティブソナーを使用して３次元物体情報を生成するために適用され
ることがある。
【０２３１】
　近軸近似に従って伝搬するコヒーレント光は、入力開口からの波の伝搬距離を示す指数
乗の分母における適切なパラメータを用いて、入力開口と二次位相関数との間のコンボリ
ューションとして数学的に記載される。よって、入力平面から距離ｚにおける、ある横平
面上の複素振幅（すなわち、電界）分布Ｏ（ｘ，ｙ）は（フレネル近似では）、
【数１４】

によって与えられ、式中、Ｓ（ｘ’，ｙ’）は、横平面ｚ＝０における入力開口上の複素
振幅であり、λは伝搬光の波長であり、（ｘ’，ｙ’）、（ｘ，ｙ）はそれぞれ入力平面
および出力平面の座標である。３次元物体の場合、物体点からの寄与度は、以下の式、
【数１５】

に累積され、式中、（ｘ’，ｙ’，ｚ’）は入力空間の座標である。フレネルホログラム
を生成する従来のホログラフィーアプローチでは、複素振幅Ｏｚ（ｘ，ｙ）は、参照ビー
ムと干渉することがあり、結果として生じる干渉パターンの強度は写真板またはデジタル
カメラに記録される。しかし、本発明によれば、式１１に記載されているフレネル伝搬は
コヒーレント照明の場合に限り有効であるので、式１２に類似したコンボリューションは
非コヒーレント光を使用してそれぞれ別々に実行されることがある。
【０２３２】
　２次元（２Ｄ）入力強度関数ｓ（ｘ，ｙ）および強度点広がり関数（ＰＳＦ）｜ｈ（ｘ
，ｙ）２｜に対し、（たとえば、図３に示されているような相関器の）相関器出力強度分
布は以下のコンボリューション、
【数１６】

によって与えられてもよく、式中、アスタリスクは２次元コンボリューションを示し、ｈ
（ｘ，ｙ）は、コヒーレント照明下でのシステム内の振幅ＰＳＦである。ｈ（ｘ，ｙ）は
平面Ｐ２におけるフィルタ関数Ｈ（ｕ，ｖ）の２次元逆フーリエ変換であり、
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【数１７】

の通りであり、式中、ｆ２は図３に示された相関器内の第２のレンズの焦点距離である。
２次元ではなくむしろ３次元物体について解法するため、３次元入力関数に対する非コヒ
ーレント相関器の応答が決定されることがある。さらに、入力関数は３次元であるが、出
力およびコンボリューションは２次元のままである。実際に、３次元入力に対する相関器
応答は、

【数１８】

である。システムの一般的な３次元振幅ＰＳＦ　ｈ（ｘ，ｙ，ｚ）を計算するために、相
関器の後方焦点の付近におけるある点（ｘ，ｙ，ｚ）に位置している単一の点への応答が
決定されることがある。このような計算は、考えられる３次元入力に対するシステム応答
を計算するため使用されることがあるシステムの３次元ＰＳＤを生成する。このようなシ
ステムは空間的に不変であることがわかっているので、ある点（０，０，－ｚ）における
光軸上の点へのシステム応答を計算し、（ｘ，ｙ，ｚ）における一般的な位置へ向かう応
答を一般化することは正しい。入力点は、図３に示されているように、点３０８（すなわ
ち、０、０、－ｚ）においてレンズ３０２から距離ｆ１＋ｚに位置している。
【０２３３】
　式１１および１２におけるフレネル積分は、単一のモノクロ点源が明らかに空間コヒー
レント源であるので、光分布を計算するため使用され得る。デルタ関数δ（０，０，－ｚ
）によって表現された単一の点源を入力Ｓ（ｘ，ｙ，ｚ）として式１２に代入することに
より、第１のレンズ３０２の平面上の結果は、以下の通り、発散二次位相関数であり、

【数１９】

式中、ｆ１は図３に示された相関器内の第１のレンズの焦点距離である。この二次位相関
数は、ｚ方向に伝搬する球面波の近軸近似、および、凹球面レンズ透明度の近軸近似とし
て知られている。この球面波は、非コヒーレント相関器を通って伝搬し、相関器を越えて
、ビームは収束球面波になる。ビームが集光する平面でマスクの透過関数のフーリエ変換
Ｈ（ｕ，ｖ）が得られることがわかる。このフーリエ変換は、焦点面の特定の場所に応じ
て拡大縮小され、二次位相関数によって乗じられる。
【０２３４】
　非コヒーレント相関器の３個の光学薄要素Ｌ１、Ｌ２およびＨ（ｕ，ｖ）（たとえば、
図３における対応する要素３０２、３０６および３０４）はすべてが同一平面に位置して
いると仮定すると、発散球面波および２個の付属レンズＬ１およびＬ２は、以下の焦点距
離ｆｅ、

【数２０】
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を有している単一の等価的なレンズによって置き換えることができる。相関器の代わりに
等価的なレンズを有するシステムでは、システムが平面波によって照明されると、等価的
なレンズＬｅの後方焦点面上の複素振幅は透過関数の２次元フーリエ変換Ｈ（ｕ，ｖ）に
関連付けられている。すなわち、等価的なレンズＬｅから距離ｆｅにおける後方焦点面上
の複素振幅は、
【数２１】

である。非コヒーレントシステムは、ビームが単一の無限小点から放射されていると考え
られるので、コヒーレント回折理論の規則に従って分析されることに留意されたい。シス
テムの出力は等価的なレンズＬｅから距離ｆ２に位置しているので、出力複素振幅は、等
価的なレンズＬｅの後方焦点面を越える自由伝搬後に得られる。
【０２３５】
　コヒーレント光の自由伝搬は、式１１に上述されているように、開始平面内の複素振幅
と二次位相関数との間のコンボリューションの結果として得られることがある。これによ
れば、出力複素振幅は、
【数２２】

である。式１９の関数は３次元を取り扱うが、コンボリューションは常に２次元であるこ
とに留意されたい。式１９は、システムがコヒーレント光によって照明されるとき、シス
テムの一般的な３次元振幅点広がり関数（ＰＳＦ）を表現する。さらに、式１９は、コン
ボリューション積分を明示的に記述し、積分の順序を交換し、二次位相関数の周知のフー
リエ変換の結果を使用することにより簡略化され得る。このような簡略化は式１９の４回
の積分を以下の通り２重積分に減少させる。

【数２３】

システム内のフィルタを合成するため使用される別の式は、以下の通り、式２０において
ｆｅ（０）＝ｆ２を代入することにより与えられる平面ｚ＝０における点の振幅ＰＳＦの
式である。

【数２４】

【０２３６】
　上述の通り、非コヒーレントシステムと、入力平面および出力平面上の強度分布のため
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ステムのインパルス応答を表現している。式２０の絶対平方をとることにより、３次元強
度ＰＳＦは、
【数２５】

であることがわかる。式２２の一般的な表現は、所与のフィルタのＰＳＦまたは所与のＰ
ＳＦの所要フィルタを計算するために使用され得る。
【０２３７】
　式１７によれば、式２２の指数における表現は、
【数２６】

である。式２３を式１２に代入することにより、
【数２７】

が得られる。式２４の一般的な表現は、所与のフィルタのＰＳＦまたは所与のＰＳＦの所
要フィルタを計算するため使用され得る。
【０２３８】
　任意の物体と二次位相関数との間のコンボリューションであるフレネルホログラムを取
得するために、距離ｚに依存するある回数（フレネル数）のサイクルをもつ二次位相関数
の形状における非コヒーレント強度ＰＳＦが選択される。このことは、｜ｈ（ｘ，ｙ，ｚ
）｜２が正実関数であり、二次位相関数が負の虚数値を有するので、直接的に達成される
ことはない。
【０２３９】
　このようなＰＳＦを選択する一つの方法は、１項が所要の二次位相関数である３個の項
の和としてＰＳＦ｜ｈ（ｘ，ｙ，ｚ）｜２を作ることであり、それらの和は、｜ｈ（ｘ，
ｙ，ｚ）｜２が正実関数であるという条件を維持する。よって、式２５、すなわち、

【数２８】

に示されているようなＰＳＦはこの条件を満たし、式中、Δ（ｚ）は距離ｚに線形に関連
付けられたパラメータであり、ｐｚ（ｘ，ｙ）は、ｚの異なる値に対して異なる直径ｄ（
ｚ）をもち、対応するフレネルゾーンパターン（ＦＺＰ）の制限的な開口を示すディスク
関数である。この選択に対するこの振幅ＰＳＦは、
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【数２９】

である。可能な任意の純粋な位相項は、式２５に与えられたｈ（ｘ，ｙ，ｚ）の平方絶対
値に影響を与えることなくｈ（ｘ，ｙ，ｚ）を乗じることが可能であることに留意された
い。しかし、すべての物体点のフレネルホログラムを得るために、好ましくは、ｈ（ｘ，
ｙ，ｚ）は伝搬軸に沿った２個の二次位相項の和のままである。ｈ（ｘ，ｙ，ｚ）を乗じ
ることができる可能な位相関数のうち、ｈ（ｘ，ｙ，ｚ）がある距離を伝搬した後に２個
の二次位相項の和であるという条件を満たすのは二次位相関数だけである。したがって、
ｈ（ｘ，ｙ，ｚ）は、式２６に与えられているように、絶対値が同一であるが、符号が逆
であるフレネル数をもつ２個の二次波の和であると仮定することが適切である。さらに、
後述されるように、異なるフレネル数をもつ２個の二次波が最適化された解法で使用され
ることがある。
【０２４０】
　所望のｈ（ｘ，ｙ，ｚ）に基づいて、Ｈ（ｕ，ｖ）は、以下の式２７内のフィルタ関数
を生成するために、式２１を逆にすることにより計算されることがある。

【数３０】

式２６を式２７に代人することにより式２８が得られる。
【数３１】

式中、Ｐ（ｕ，ｖ）はｐ０（ｘ，ｙ）のフーリエ変換である。Ｈ（ｕ，ｖ）は、横座標（
ｘ，ｙ）に沿ったｈ（ｘ，ｙ，ｚ）の依存性を決定する２次元関数であることに留意され
たい。ｚ軸に沿ったｈ（ｘ，ｙ，ｚ）の依存性は入力源点の場所によって決定付けられる
。
【０２４１】
　強度ＰＳＦは、式２８のフィルタ関数を式２２に代入することにより得られることがあ
る。式１７を式２２の指数表現に代入することにより、
【数３２】

が得られる。フィルタ関数が、
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【数３３】

であると仮定すると、式２２は、
【数３４】

になる。項に対応する加算の後、結果は、
【数３５】

である。フーリエ変換を計算して、
【数３６】

である。平方絶対値を計算して、
【数３７】

が得られる。パラメータΔ（ｚ）は、
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【数３８】

である。式３５は、γ１，２＝±γという一般的な選択に対し、物体点のｚ軸上での場所
の関数として再生された像点の距離であるΔ（ｚ）の値を与える。
【０２４２】
　Δ（ｚ）の微分はｚの関数として軸方向の倍率を生じる。式３５に与えられたΔ（ｚ）
の微分は、

【数３９】

である。式３６は、ｚ＝０に点が存在し、この点は軸方向の倍率が零である前方焦点であ
ることを示している。この点は、関数Δ（ｚ）の端点でもある。すなわち、この場所に置
かれた物体に対し、一方側の点（たとえば、ｚ＜０である物体点）は、もう一方側からの
別の点（たとえば、ｚ＞０である物体点）と同じホログラムを生じる。その結果は軸方向
に折り畳まれた像の再生である可能性がある。したがって、この点に位置している物体の
ホログラムを記録することが回避されるので有利である。
【０２４３】
　この曲線からの直接的な結果は、禁止された点の両側からの点を有する物体のホログラ
ムを記録できないことである。その理由は、ｚ＝０の左側および右側の１点おきの点は、
実際に同じΔ（ｚ）の値をもつＦＺＰである同じホログラムを生じさせるからである。換
言すると、記録されたホログラムから、物体がｚに位置しているか、または、－ｚに位置
しているかが不明である。この問題に対する解決策は、すべてが点ｚ＝０の片側だけに位
置している物体のホログラムを記録することであろう。
【０２４４】
　式３６からさらにわかることは、Δ（ｚ）はｚの線形関数ではないことである。この現
象は、物体の奥行きがかなり深いならば、像の歪みを生じさせるであろう。しかし、この
奥行き歪みは、Δ（ｚ）の既知曲線に基づく３次元像のコンピュータ再現中に補償され得
る。
【０２４５】
　式３６は、領域ｚ＞０において、ｄΔ（ｚ）／ｄｚがその最大値をとる点が存在するこ
とも示している。この点の付近では、倍率は極大であり、近似的に直線的であるので、こ
の点は物体を測位するため都合がよいことがある。この点は、Δ（ｚ）の２次微分を零と
比較することにより見つけられることがある。最適点はｚ０＝ｆ１／２にある。ｚ０の値
を式３６にもう一度代入することにより、以下の軸方向倍率、
【数４０】

が得られる。よって、式３７は、γの値を選択する基準を与える。再現中に歪みのないホ
ログラムでは、軸方向倍率と横方向倍率は等しい。したがって、本発明によるシステムの
横方向倍率はＭＴ＝－ｆ２／ｆ１である。ＭＴ＝ＭＡという無歪み制約を式３７に代入す
ると、以下のフィルタパラメータ、

【数４１】
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が得られる。
【０２４６】
　たとえば、２枚のレンズの倍率が－０．５（すなわち、ｆ１＝２ｆ２）であるとき、フ
ィルタパラメータγは２７ｆ２である。よって、図３の実施形態では、ｆ１＝２ｆ２とい
うより単純な場合、一方の二次位相は、γ１＝２７ｆ２を生じる焦点距離を有している。
対称性のため、もう一方の二次位相は、同様に、γ２＝－２７ｆ２を生じる焦点距離を有
するように選択されることがある。これらの値を式３０に代入すると、以下のフィルタ関
数、
【数４２】

が得られる。このような対称ホログラムは実数値だけを有し、この特性はマスクを実施す
るため有利に使用されることがあることに留意されたい。式３９のフィルタ関数を式２２
に代入すると、式２５の形式の強度ＰＳＦが得られ、式中、Δ（ｚ）は以下の通り式（３
５）によって与えられる。

【数４３】

最大かつほぼ直線的な倍率の点ｚ０＝ｆ１／２において、Δ（ｚ０）は、

【数４４】

である。ホログラムが再構成されるとき、対の像がホログラム面から±Δ（ｚ）の点の付
近でｚ軸に沿って得られることに留意されたい。対の像を再構成する問題を解決すること
はさらに後述されている。
【０２４７】
　次に、本発明によりマスクの製造のためパラメータがどのように選択されるかについて
の実施例が続いている。フィルタ媒体として使用されるＳＬＭがサイズＤ×Ｄの矩形エリ
ア内にＮ×Ｎ個の画素を有すると仮定すると、±γというパラメータをもつＦＺＰがＳＬ
Ｍに表示され、ここで、最も薄い可能なリングの幅はδ＝｜γ｜λ／Ｄおよびδ＝Ｄ／Ｎ
によって与えられる。したがって、式Ｄ／Ｎ＝｜γ｜λ／Ｄから、｜γ｜＝Ｄ２／Ｎλが
得られる。Ｄが約２ｃｍであり、Ｎが約１０００画素であるＳＬＭの場合、結果は、λが
約０．５μｍである可視光方式において、｜γ｜が約８０ｃｍである。式２２と、その後
の説明によれば、γ１，２＝±２７ｆ２であるので、ｆ２は約６ｃｍであり、ｆ１は約ｆ

２／２＝３ｃｍである。
【０２４８】
　式２５は本発明による像捕捉装置によって捕捉された強度ＰＳＦを記述する。このＰＳ
Ｆは、すべてが像捕捉面の中心に集中されている３個の加法項を有する。したがって、こ
のような強度ＰＳＦをもつ物体関数のコンボリューションは、３個の重なり合う、分離さ
れていない項を生じる。しかし、強度ＰＳＦの３項をもつ３回のコンボリューションの中
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で、物体と単一の二次位相関数との間の所望のコンボリューション項だけを抽出すること
が望ましい。式２２の３項をもつ３回のコンボリューションの中で、物体と単一の二次位
相関数との間の所望のコンボリューションは、たとえば、参照によって本明細書に組み込
まれている、Ｉ．Ｙａｍａｇｕｃｈｉ，ａｎｄ　Ｔ．Ｚｈａｎｇ，“Ｐｈａｓｅ－ｓｈｉ
ｆｔｉｎｇ　ｄｉｇｉｔａｌ　ｈｏｌｏｇｒａｐｈｙ”，Ｏｐｔ．Ｌｅｔｔ．２２，１２
６８－１２６９（１９９７）によって記載されているように、デジタルホログラフィーに
おける方法と類似した方法を使用して抽出されることがある。
【０２４９】
　相関器は、物体と、３種類の一定位相値を備えた３個のＰＳＦとの間の３回のコンボリ
ューション演算を実行することがある。これらのＰＳＦは、以下の通り、３種類の一定位
相値をもつ３個のフィルタマスクを導入することにより合成されることがある。
【数４５】

式２４の関係によって、３個のフィルタは以下の通り３個の強度ＰＳＦを生じることがわ
かる。
【数４６】

式４３の３個のＰＳＦを式１５に代入すると、カメラまたはその他の適当な像捕捉装置（
たとえば、ＣＣＤ、ＣＭＯＳ、写真フィルムなど）によって記録されることがある出力強
度像が得られる。
【数４７】

これらの３つの像から、物体ｓ（ｘ，ｙ）と二次位相のうちの一方との間のコンボリュー
ションの単一項が抽出されることがある。このような単一のコンボリューションを分離す
るために考えられる式は、
【数４８】

である。ＯＦ（ｘ，ｙ）は以下の関係、
【数４９】

を満たす最終的な複素値ホログラムである。この関数ＯＦ（ｘ，ｙ）は一方の３次元像上
だけの情報を格納している最終的なホログラムである。このような像ｓ（ｘ，ｙ，ｚ）は
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得る。
【数５０】

【０２５０】
　続いて、３項の間に良好な分離がある単一のホログラムを取得するプロセスが説明され
る。しかし、３種類のＰＳＦとのコンボリューションを実行する実際的な態様が最初に説
明されている。３個の部分像を生成するためにフィルタが多重化される何通りもの方法が
ある。たとえば、図１５に示されているような実施形態の時間多重化システムは、経時的
にフィルタを多重化する。代替的に、多重化は、たとえば、図４に示されている実施形態
のように、単一チャンネルの出力平面で行われることがある。単一の点源が点（０，０，
０）に導入されるとき、システムのＰＳＦは、出力平面上の３個の別々の場所に分布した
３種類の位相をもつ３ＦＺＰのパターンである。この２次元振幅ＰＳＦは、

【数５１】

によって与えられ、式中、（ｘｎ，ｙｎ）はｎ番目のＦＺＰの中心点である。式４６のｈ
（ｘ，ｙ，０）は、ｈ（ｘ，ｙ，０）のフーリエ変換によってフィルタＨ（ｕ，ｖ）を合
成するため使用されることがある。レンズなしのシステムにおける回折光学要素（ＤＯＥ
）を合成するため、たとえば、図１および２２Ｃに示されている実施形態では、以下の通
りＤＯＥの全体的な透過関数を特定するために、フィルタ関数に２つの球面レンズの透過
関数を乗算することがあり、

【数５２】

式中、ｈ（ｘ，ｙ，０）は式４６に与えられている。
【０２５１】
　本発明の多数の変更および変形が上記の教示を考慮して可能である。したがって、本発
明は、添付の特許請求の範囲内で、本明細書に特に記載されている方法とは別の方法で実
施されてもよいことが理解されるべきである。



(47) JP 2014-197002 A 2014.10.16

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(48) JP 2014-197002 A 2014.10.16

【図５Ａ】 【図５Ｂ】

【図５Ｃ】 【図５Ｄ】



(49) JP 2014-197002 A 2014.10.16

【図５Ｅ】 【図５Ｆ】

【図５Ｇ】 【図６Ａ】



(50) JP 2014-197002 A 2014.10.16

【図６Ｂ】

【図６Ｃ】

【図６Ｄ】

【図６Ｅ】 【図６Ｆ】



(51) JP 2014-197002 A 2014.10.16

【図６Ｇ】 【図７】

【図８Ａ】

【図８Ｂ】

【図８Ｃ】

【図９Ａ】

【図９Ｂ】



(52) JP 2014-197002 A 2014.10.16

【図９Ｃ】

【図１０Ａ】

【図１０Ｂ】

【図１０Ｃ】

【図１１Ａ】

【図１１Ｂ】

【図１２Ａ】

【図１２Ｂ】



(53) JP 2014-197002 A 2014.10.16

【図１３Ａ】 【図１３Ｂ】

【図１３Ｃ】

【図１４】

【図１５】



(54) JP 2014-197002 A 2014.10.16

【図１６】 【図１７】

【図１８】 【図１９】



(55) JP 2014-197002 A 2014.10.16

【図２０Ａ】 【図２０Ｂ】

【図２１Ａ】 【図２１Ｂ】



(56) JP 2014-197002 A 2014.10.16

【図２２Ａ】 【図２２Ｂ】

【図２２Ｃ】 【図２３】



(57) JP 2014-197002 A 2014.10.16

【図２４Ａ】 【図２４Ｂ】

【図２５】 【図２６】



(58) JP 2014-197002 A 2014.10.16

【図２７】 【図２８Ａ】

【図２８Ｂ】

【図２８Ｃ】

【図２８Ｄ】

【図２９】



(59) JP 2014-197002 A 2014.10.16

【図３０】 【図３１Ａ】

【図３１Ｂ】 【図３２】



(60) JP 2014-197002 A 2014.10.16

10

フロントページの続き

(74)代理人  100118843
            弁理士　赤岡　明
(72)発明者  ジョセフ、ローゼン
            アメリカ合衆国メリーランド州、ロックビル、コングレッショナル、レーン、３８３
(72)発明者  ゲーリー、ブルーカー
            アメリカ合衆国メリーランド州、ロックビル、セーフ、ハーバー、コート、１３７０２
Ｆターム(参考) 2F064 AA09  CC04  FF01  GG12  GG22  HH08  LL06  LL15 
　　　　 　　  2H249 CA15  CA24 
　　　　 　　  2K008 AA06  HH28  KK00 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

